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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

回次 第107期 第108期 第109期 第110期 第111期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

(1) 連結経営指標等     

売上高 (百万円) 159,848 159,945 160,565 165,697 168,787

経常利益 (百万円) 8,211 9,856 8,943 8,945 9,822

当期純利益 
又は純損失（△） 

(百万円) 5,728 △11,041 11,603 6,220 8,386

純資産額 (百万円) 122,136 112,086 123,021 136,318 138,433

総資産額 (百万円) 178,707 193,833 192,405 212,486 214,365

１株当たり純資産額 (円) 537.71 507.23 558.65 628.69 641.69

１株当たり当期純利益 
又は純損失（△） 

(円) 24.47 △49.23 52.44 28.33 39.10

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 68.3 57.8 63.9 64.2 64.0

自己資本利益率 (％) 4.7 △9.4 9.9 4.8 6.1

株価収益率 (倍) 17.8 ― 9.5 28.1 17.5

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 11,383 11,047 9,340 5,836 7,210

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △4,885 △5,262 △8,088 △6,446 △17,255

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △5,013 △4,519 △3,008 984 9,728

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 5,012 6,248 4,577 5,114 4,829

従業員数 (名) 8,067 8,074 8,221 8,336 8,413

(2) 提出会社の経営指標等     

売上高 (百万円) 132,674 138,573 138,556 138,832 135,767

経常利益 (百万円) 4,452 6,027 6,488 7,426 7,668

当期純利益 
又は純損失（△） 

(百万円) 2,842 △16,368 9,615 5,833 7,667

資本金 (百万円) 26,071 26,071 26,071 26,071 26,071

発行済株式総数 (株) 234,935,165 227,935,165 227,935,165 227,935,165 227,935,165

純資産額 (百万円) 131,727 116,597 125,669 138,768 138,481

総資産額 (百万円) 154,615 173,441 169,130 184,738 187,572

１株当たり純資産額 (円) 579.97 527.65 570.70 640.00 648.14

１株当たり配当額 
(うち１株当たり 
中間配当額) 

(円) 
7.50 

(―)

7.50

(―)

7.50

(―)

10.00 

(―)

10.00

(―)

１株当たり当期純利益 
又は純損失（△） 

(円) 12.04 △72.96 43.44 26.57 35.74

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 85.2 67.2 74.3 75.1 73.8

自己資本利益率 (％) 2.1 △13.2 7.9 4.4 5.5

株価収益率 (倍) 36.2 ― 11.5 29.9 19.2

配当性向 (％) 62.3 ― 17.3 37.6 28.0

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 
2,600 
(253)

2,656
(264)

2,553
(296)

2,431 
(297)

2,339
(312)



(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。 

３ 平成18年３月期の１株当たり配当額の内訳は、普通配当9.00円、記念配当1.00円であります。 

４ 平成19年３月期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

  



２ 【沿革】 

  

  

年  月 沿              革

明治29年８月 生糸の製造販売を目的として、現本店所在地(綾部)で郡是製絲株式会社を設立

昭和９年10月 塚口工場新設、絹婦人長靴下事業を開始

  18年５月 商号を郡是工業株式会社に変更 

    12月 戦時体制のため、日本蚕糸製造㈱へ製糸17工場ほか移管

  21年５月 終戦により移管工場等が復帰し、商号を郡是製絲株式会社に復元

    ８月 メリヤス肌着事業開始(宮津工場) 

  24年５月 東京・大阪・名古屋証券取引所に株式を上場

  27年６月 ナイロンストッキング生産開始(本工場、塚口工場<<昭和47年休止>>)

  29年６月 ミシン糸事業開始(津山工場、現津山グンゼ㈱ 連結子会社)

  32年10月 亀岡工場新設、刺繍レース事業開始

  33年８月 
  

江南工場新設、合繊紡績事業開始(昭和56年撤収、平成２年エンプラ事業センター<現エンプラ事
業部>を同工場に移転) 

  40年９月 ファンデーション事業開始(倉吉工場<現 倉吉グンゼ㈱ 連結子会社>)

  42年２月 商号をグンゼ株式会社(現社名)に変更

  43年11月 守山工場新設 プラスチックフィルム事業開始

  45年３月 九州グンゼ㈱設立(ストッキング製造、現・連結子会社)

    ９月 東北グンゼ㈱設立(メリヤス肌着製造、現・連結子会社)

  48年４月 グンゼ物流㈱設立(現・連結子会社)

    10月 グンゼ包装システム㈱設立(プラスチックフィルムの印刷加工・販売、現・連結子会社) 

  59年５月 滋賀フィルム㈱設立(プラスチックフィルム製造、平成17年４月当社に吸収合併) 

    12月 グンゼスポーツ㈱設立(現・連結子会社)、スポーツクラブ事業開始

  60年９月 
  

グンゼ塚口開発㈱(現社名グンゼ開発㈱、現・連結子会社)が、当社塚口工場跡地に、各種商業・
文化・スポーツ施設等を完成し、ショッピングセンター「つかしん」として発足 

平成元年10月 新大阪造機㈱を吸収合併し、印刷・食品関係機械事業に進出

  ２年２月 福島プラスチックス㈱設立(プラスチックフィルム製造、現・連結子会社)

    ４月 Thai Gunze Co.,Ltd.設立(メリヤス肌着製造販売、現・連結子会社)

  ３年９月 
  

Gunze Plastics & Engineering Corporation of Europe N.V.設立(プラスチックフィルム製造販
売、現・連結子会社) 

    10月 
  

大連坤姿時装有限公司設立(メリヤス肌着製造販売、現・連結子会社)
P.T.Gunze Indonesia設立(ミシン糸製造販売、現・連結子会社) 

  ４年10月 
  
  

地域販売会社及びグンゼエヌシー販売㈱を統合し、グンゼ販売㈱を設立(現・清算済) 
Gunze Plastics & Engineering Corporation of America設立(プラスチックフィルム製造販売、
現・連結子会社) 

  ６年４月 済南冠世時装有限公司設立(メリヤス肌着・ストッキング製造販売、現・連結子会社) 

  ７年４月 P.T.Gunze Socks Indonesia設立(ソックス製造販売、現・連結子会社)

    ８月 Gunze (Vietnam) Co.,Ltd.設立(メリヤス肌着製造販売、現・連結子会社)

  10年８月 電子部品亀岡新工場完成、また生産子会社エルマ㈱設立(現・連結子会社)により、同事業を強化

  12年８月 綾部エンプラ㈱設立(エンジニアリングプラスチックスの製造、現・連結子会社) 

  13年２月 公冠グンゼ㈱設立(衣料品の製造販売、現・連結子会社)

  15年４月 グンゼ販売㈱を解散し、同社の衣料卸販売事業を当社へ移管

16年７月 
  
18年４月 

つかしん天然温泉「湯の華廊」オープン（㈱つかしんタウンクリエイト（現・連結子会社）運
営） 
ショッピングセンター「つかしん」を「グンゼ タウンセンター つかしん」としてリニューア
ル・オープン 



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社を中核として関係会社63社(子会社58社、関連会社５社)で構成され、インナーウェア、靴

下、アウターウェア、テキスタイル、繊維資材、機能資材、機械類の製造・加工・販売、不動産事業及び緑化樹木の

販売並びに造園工事等を主な内容とし、更に各事業に関連する研究開発及びその他の事業活動を行っております。当

社及び関係会社の当該事業に係わる位置づけは、次のとおりであります。なお、次の３部門は、「第５．経理の状況 

１. 連結財務諸表等 (1)連結財務諸表 注記事項」に掲げる事業の種類別セグメント情報の区分と同一であります。 

(1) アパレル事業 

イ 衣料品分野 

当社は衣料品(インナーウェア、靴下、アウターウェア等)の製造・販売を行っており、東北グンゼ㈱等関係会

社18社に製造加工を委託し、流通加工の多くはグンゼ物流㈱に委託しております。また、公冠グンゼ㈱等関係会

社２社は、衣料品の製造(仕入)及び販売を行っているほか、その他関係会社８社が衣料品の販売・流通等に携わ

っております。 

ロ テキスタイル及び繊維資材分野 

当社は、テキスタイル素材・繊維資材(各種ミシン糸)の製造・販売を行っており、津山グンゼ㈱に製造加工を

委託し、販売の一部を中央繊維資材㈱を通じて行っております。また、P.T.Gunze Indonesia等海外関係会社４社

が現地生産及び販売を行っているほか、製品の一部を当社が仕入れております。また、加賀グンゼ㈱が絹織物の

加工及び販売に携わっております。 

(2) 機能ソリューション事業 

  イ 機能資材分野 

当社は、プラスチックフィルム・エンジニアリングプラスチックス・電子機能材料等の製造・販売を行ってお

り、福島プラスチックス㈱等５社に製造加工を委託しております。グンゼ包装システム㈱は当社プラスチックフ

ィルム製品を仕入れて印刷加工及び販売を行い、郡是高分子工業㈱はプラスチック製品の製造及び販売を行うほ

か、当社プラスチックフィルム製品の一部を販売しております。また、Gunze Plastics  &  Engineering 

Corporation of Europe N.V.等海外関係会社10社は、それぞれ現地でプラスチック製品、エンジニアリングプラ

スチックス、電子機能材料の製造・加工及び販売を行っております。その他に国内関係会社３社が機能資材の製

造・加工に携わっております。 

  ロ 機械類分野 

 当社が、印刷関係機械・食品関係機械の製造・販売を行っているほか、北京北人郡是機械有限公司が印刷関係

機械の製造・販売を行っております。 

ハ メディカル材料分野 

当社がメディカル材料の製造・販売を行っております。 

(3) ライフクリエイト事業 

グンゼ開発㈱等２社が、当社工場跡地の再開発計画の立案と実行並びに再開発事業の管理運営に当たるほか住宅

等の建設販売事業を行っております。なお、新規土地取得を伴うハウジング事業からは撤退しております。また、

グンゼグリーン㈱が緑化樹木の販売及び造園工事を行っているほか、グンゼスポーツ㈱が会員制スポーツクラブ施

設を運営しております。 

 (4) その他 

その他に上記３セグメントに含まれないＧ＆Ｕシステムサービス㈱等関係会社２社が情報処理事業及び輸出入業

務等を行っております。 

  



事業の系統図は、次のとおりであります。 

 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

名称 住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の
種類別 

セグメント 

主要な
事業の内容 

議決権
の所有
又は 
被所有
割合 
(％) 

関係内容 

役員の
兼任等

資金援助
営業上 
の取引 

設備の
賃貸借 

(連結子会社)         

東北グンゼ㈱ 山形県 
寒河江市 100 アパレル

インナーウェア
の製造加工 100 有 無

当社製品
の製造 土地賃貸

出雲アパレル㈲ 島根県 
出雲市 5 アパレル

インナーウェア
の製造加工 100 無

運転資金
の貸付 

当社製品
の加工 

土地建物
賃貸 

福知山アパレル㈲ 京都府 
福知山市 5 アパレル

インナーウェア
の製造加工 100 無 無

当社製品
の加工 

土地建物
賃貸 

倉吉グンゼ㈱ 鳥取県 
倉吉市 50 アパレル

婦人インナーウ
ェアの製造加工 100 有 無

当社製品
の製造 

土地建物
賃貸 

大連坤姿時装有限公司 中国 704 アパレル
婦人インナーウ
ェアの製造加工 80 有 無

当社製品
の製造 無 

Thai Gunze Co.,Ltd. タイ 百万BAHT 
180 アパレル

インナーウェア
の製造加工 55 有 無

当社製品
の製造 無 

Gunze (Vietnam) Co.,Ltd. ベトナム 千USドル 
5,000 アパレル

インナーウェア
の製造加工 84 有 無

当社製品
の製造 無 

済南冠世時装有限公司 中国 千元 
61,735 アパレル

インナーウェア
及びストッキン
グの製造加工 

50 有 無
当社製品
の製造 無 

九州グンゼ㈱ 大阪市 
北区 200 アパレル

ストッキングの
製造加工 100 無

運転資金
の貸付 

当社製品
の製造 土地賃貸

兵庫グンゼ㈱ 兵庫県 
加古川市 50 アパレル

ソックスの製造
加工 100 無 無

当社製品
の製造 

土地建物
賃貸 

P.T.Gunze Socks Indonesia インドネ
シア 

千USドル 
10,200 アパレル

ソックスの製造
加工 95 無 無

当社製品
の製造 無 

㈱グンゼオフィスサービス 大阪市 
中央区 12 アパレル

当社衣料品事業
の業務請負 100 無

運転資金
の貸付 業務請負 土地建物

賃貸 

グンゼ物流㈱ 大阪市 
北区 80 アパレル

流通加工・倉庫
業 100 有 無

当社品の
流通加工 

土地建物
賃貸 

公冠グンゼ㈱ 大阪市 
中央区 57 アパレル

インナーウェア
の製造販売 100 無

運転資金
の貸付 無 建物賃貸

加賀グンゼ㈱ 石川県 
小松市 30 アパレル

絹織物の製造販
売 100 無 無 無 無 

㈱ルフラン 大阪府 
吹田市 13 アパレル

アウターウェア
の仕入・販売 100 有

運転資金
の貸付 無 無 

中央繊維資材㈱ 大阪市 
中央区 50 アパレル

繊維資材の仕入
販売 100 無

運転資金
の貸付 

当社製品
の販売 建物賃貸

津山グンゼ㈱ 岡山県 
津山市 100 アパレル ミシン糸の製造 100 無

運転資金
の貸付 

当社製品
の製造 

土地建物
賃貸 

P.T.Gunze Indonesia インドネ
シア 

千USドル 
3,500 アパレル

ミシン糸の製造
販売 95 無 無

当社製品
の製造 無 

上海郡是通虹繊維有限公司 中国 千元 
34,615 アパレル

ミシン糸の製造
販売 100 無 無

当社製品
の製造 無 

福島プラスチックス㈱ 滋賀県 
守山市 390 

機能ソリュ

ーション 

プラスチックフ
ィルムの製造加
工 

100 無
運転資金
の貸付 

当社製品
の製造 土地賃貸

グンゼ包装システム㈱ 大阪市 
淀川区 310 

機能ソリュ

ーション 
プラスチック製
品の加工・販売 100 有

運転資金
の貸付 

当社製品
加工販売 無 

郡是高分子工業㈱ 神奈川県 
伊勢原市 300 

機能ソリュ

ーション 
合成樹脂押出成
型品の製造販売 100 有

運転資金
の貸付 

当社製品
の販売 無 

Gunze Plastics & 
Engineering 
Corporation of Europe N.V. 
※ 

ベルギー 千ユーロ 
12,559 

機能ソリュ
ーション 

プラスチックフ
ィルムの製造販
売 

100
(2)

有 無 無 無 



  

（注）※：議決権の所有割合()内は、間接所有割合で内数であります。 

(Gunze Plastics & Engineering Corporation of Europe N.V.  、上海郡是高分子材料有限公司、上海郡是新塑材有限

公司の間接所有は郡是高分子工業㈱によるものであります。上海郡是新包装有限公司の間接所有はグンゼ包装システム

㈱によるものであります。㈱つかしんタウンクリエイトの間接所有はグンゼ開発㈱によるものであります。) 

  

  

  

名称 住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の
種類別 

セグメント 

主要な
事業の内容 

議決権
の所有
又は 
被所有
割合 
(％) 

関係内容 

役員の
兼任等

資金援助
営業上 
の取引 

設備の
賃貸借 

Gunze Plastics & 
Engineering 
Corporation of America 

米国 千USドル 
20,422 

機能ソリュ
ーション 

プラスチックフ
ィルムの製造販
売 

100 有 無 無 無 

上海郡是高分子材料有限公司 
※ 中国 千元 

18,716 
機能ソリュ
ーション 

プラスチックフ
ィルムの製造販
売 

100
(100)

有 無 無 無 

上海郡是新塑材有限公司 
※ 中国 千元 

43,015 
機能ソリュ
ーション 

プラスチックフ
ィルムの製造販
売 

100
(100)

有 無
当社製品
の製造 無 

上海郡是新包装有限公司 
※ 中国 千元 

26,497 
機能ソリュ
ーション 

プラスチック製
品の加工・販売 

93
(93)

有 無 無 無 

エルマ㈱ 京都府 
亀岡市 35 機能ソリュ

ーション 
電子機能材料の
組立加工 100 有 無

当社製品
の加工 

土地建物
賃貸 

Gunze Electronics 
U.S.A Corp. 米国 千USドル 

3,600 
機能ソリュ
ーション 

電子機能材料の
製造販売 100 有 無

当社製品
の販売 無 

GGI Technology Ltd. 香港 千USドル 
3,000 

機能ソリュ
ーション 

電子機能材料の
製造販売 83 有 無

当社製品
加工販売 無 

綾部エンプラ㈱ 京都府 
綾部市 50 

機能ソリュ

ーション 

エンジニアリン
グプラスチック
スの製造 

100 有
設備資金
の貸付 

当社製品
の製造 

土地建物
賃貸 

グンゼ開発㈱ 兵庫県 
尼崎市 250 ライフ 

クリエイト 

住宅の建設・販
売、不 動 産 賃
貸・斡旋 

100 有

設 備 資
金・運 転
資金の貸
付 

事業用地
の貸与 

土地建物
賃貸 

㈱つかしんタウンクリエイト 
※ 

兵庫県 
尼崎市 20 ライフ 

クリエイト 商業施設の運営
100
(100)

無 無 無 無 

グンゼグリーン㈱ 兵庫県 
尼崎市 110 ライフ 

クリエイト 
緑化樹木の販売
および造園工事 100 無

運転資金
の貸付 無 無 

グンゼスポーツ㈱ 大阪市 
北区 80 ライフ 

クリエイト 
スポーツ施設の
運営管理 100 有

運転資金
の貸付 無 無 



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年３月31日現在 

(注) 従業員数は就業人員を記載しております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であり、従業員数欄の（ ）内は臨時従業員の年間平均雇用人員を外数で記載しております。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社及び一部の子会社には労働組合が組織されております。 

なお、労使関係については、特記すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

アパレル事業 6,154 

機能ソリューション事業 1,850 

ライフクリエイト事業 145 

全社(共通) 264 

合計 8,413 

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

2,339 
( 312 ) 

41.4 19.5 5,580,102



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当期のわが国経済は、活発な設備投資や輸出の好調などが景気を牽引し、総じて企業の収益改善が進みましたが、

百貨店・量販店をはじめとする国内小売業においては、春から夏にかけての天候不順・冷夏に加えて、記録的な暖冬

と年間を通じて異常気象の影響を受け衣料関連が苦戦するなど、当社アパレル事業を取り巻く事業環境は厳しい状況

が続きました。一方、機能ソリューション事業においては、原材料価格高騰等の影響はあるものの、国内外の需要拡

大を背景として、概ね順調な事業環境となりました。 

このような経営環境のもと、当社グループは差異化新商品の開発、商品特性別ビジネスモデルの構築、ダイヤモン

ド営業（得意先との総合取組み）による得意先との取組み強化、成長分野への積極的投資の実施、グローバルコスト

競争力の強化や生産性向上等によるコストダウンの積極的推進などに取り組んでまいりました。その結果、当期の連

結売上高は168,787百万円（前期比1.9％増）、営業利益は9,612百万円（前期比6.6%増）、経常利益は9,822百万円

（前期比9.8%増）、当期純利益は8,386百万円（前期比34.8%増）となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

  

① アパレル事業 

売上高97,707百万円（前期比4.3%減）、営業利益4,840百万円（前期比18.2%減） 

＜メンズ＆キッズカンパニー＞ 

メンズインナーウェアは、年間を通じた大型キャンペーン『ちゃんとした下着を、はこう』を積極的に展開し、

ブランド・ロイヤルティの向上を図るとともにカテゴリー・クリエイト（差異化商品の創出）を推進しました。Ｇ

ＡＩＡカテゴリー（「ボディワイルド」などニューインナー商品グループ）は「ＣＯＯＬ ＢＩＺ（クール・ビ

ズ）」「ＷＡＲＭ ＢＩＺ（ウォーム・ビズ）」対応商品については好調に推移しましたが、全般的には市場競合

激化や年間を通じた天候不順の影響を受け、また大型ヒット商品もなく、前期並みの推移となりました。やさしい

カテゴリー（白物ベーシック商品、シーズン商品）は、シーズン商品の開発提案を強力に進め、売上を伸ばしまし

たが、年間プロパー商品が苦戦し前期を下回りました。キッズインナーウェアは、ニューインナー商品が堅調でし

たが、平台商品が苦戦しました。以上の結果、全体では減収減益となりました。 

＜レディス＆レッグカンパニー＞ 

レディスインナーウェアは、年間を通じて差異化商品訴求の「フラッティ・キャンペーン」を積極的に推進し、

シーズン商品開発提案を強化しましたが、天候要因などもあり「やさしさ物語」が健闘したものの、主力の「ＣＦ

Ａ（シーファー）１００」が苦戦しました。 

ランジェリー・ファンデーションは、差異化ブランド「トゥシェ」が大きく実績を伸ばしましたが、「ヤンソフ

ィ」「いいネの追究」が苦戦しました。 



レッグウェアは、スカートファッショントレンドが継続する中、オンリーワン商品の創出を積極的に推進しまし

た。その結果、柄物ストッキングやオーバーニー・レギンスタイプといったファッション・セパレート商品および

“美尻・美腹”を訴求した新カテゴリー商品「スタイリッシュパンツ」などは好調に推移しました。 

レッグウェアは健闘したものの、インナーウェアの落ち込みをカバーできず、レディス＆レッグカンパニー全体

では減収減益となりました。 

＜その他の繊維部門＞ 

ハウスカジュアル（パジャマ）は、ナイトウェアグループは、紳士・婦人ともに「ギフト企画」等の成果もあ

り、好調に推移しました。ホームウエアグループについても、団塊ジュニア向けの「コムシ・コムサ」が拡大し、

増収増益となりました。 

繊維資材は、縮小傾向にある国内市場で前期並みとなりましたが、グローバル戦略の強化により中国・東南アジ

ア市場においては好調に推移しました。新規分野（自動車資材・スポーツ衣料資材等）でも開拓が進み、増収増益

となりました。 

  

② 機能ソリューション事業 

売上高58,195百万円（前期比9.0%増）、営業利益6,438百万円（前期比15.5%増） 

＜プラスチックカンパニー＞ 

平板収縮フィルムは、独自の差異化新商品ハイブリッドスチレンがホット飲料中心に拡販が進み増収となりまし

た。ＯＰＰフィルムは、高機能商品の防曇タイプを中心に拡販を進めたものの、総じて前期並みの実績となりまし

た。複合ナイロンフィルムは、国内市場の競合が激化したことや天候要因の影響もあり、やや苦戦しました。たび

重なる原材料値上げへの対応については、コストダウンに注力するとともに製品価格の改定を進めましたが、一部

収益圧迫の影響を受けました。欧米の海外事業は、グループを挙げた総合的な改善活動で生産性の改善が進みまし

た。以上の結果、全体では増収増益となりました。 

＜エンジニアリングプラスチックス部門＞ 

ＯＡ機器関連（複写機、複合機、プリンター等）商品は、国内および海外市場ともに旺盛な需要が続き、主力商

品であるカラー複写機・プリンタ用高機能中間転写ベルトは引き続き好調に推移し、定着ローラー用フッ素薄肉チ

ューブにおいても、BRICｓ市場の拡大を背景に順調な伸びとなりました。一般産業用途についても半導体関連向け

等中心に堅調に推移し、増収増益となりました。 

＜電子部品部門＞ 

タッチパネルは、当社独自の差異化商品である偏光板仕様タッチパネルおよび中・大型タッチパネルを中心に、

ノートＰＣやデジカメ等の新たな用途拡大が進み、前期を大きく上回りました。液晶ディスプレイ周辺回路基盤を

組み合わせた高付加価値商品グループ（ＳＩ商品）も新規開拓が進みました。生産性の向上にも積極的に取り組

み、増収増益となりました。 

＜その他部門＞ 

機械類（メカトロ）は、印刷関係機械が国内印刷業界の設備投資の増加を背景に、主力のスタッカーバンドラー

や新商品シーターの販売が順調に推移し、海外においても韓国を中心に受注が増加し、増収増益となりました。メ

ディカル材料は、主力商品のＰＧＡ縫合糸、縫合補強材などが好調に推移し、増収増益となりました。 

  



③ ライフクリエイト事業 

売上高14,219百万円（前期比20.6%増）、営業利益1,584百万円（前期比186.4%増） 

不動産関連事業は、06年４月にオープンした「グンゼ タウンセンター つかしん」が、集客と売上のアップに向

けた各種のイベントや販促活動を継続的に展開し、地域密着型ＳＣ（ショッピング センター）の確立に努めた結

果、増収増益となりました。緑化事業は、樹木販売、花卉販売が工事案件の増加やギフト・通販市場の好調などか

ら順調に推移し、増収増益となりました。スポーツクラブ事業は、「倉敷アイビースクエア店」、「ポートウェー

ブ西宮店」など新規店のオープンもあり、増収増益となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ284百万円減少し、4,829百万円とな

りました。当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況と主な要因は次のとおりであります。 

営業活動によって得られたキャッシュ・フローは、前連結会計年度と比較して1,374百万円増加し、7,210百万円

となりました。当連結会計年度においては、税金等調整前当期純利益は13,599百万円、減価償却費は7,488百万円と

なり、法人税等の支払額は7,822百万円となりました。 

投資活動に使用されたキャッシュ・フローは、前連結会計年度と比較して10,809百万円増加し、17,255百万円と

なりました。ライフクリエイト事業の設備投資など有形固定資産の取得による支出16,407百万円が主なものです。 

財務活動によって得られたキャッシュ・フローは、前連結会計年度と比較して8,743百万円増加し、9,728百万円

となりました。短期借入金（コマーシャルペーパーを含む）は15,355百万円増加し、配当金の支払は2,164百万円、

自己株式の取得による支出は2,080百万円となりました。 

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 上記金額は、製造原価ベースで表示しており、外注生産高を含んでおります。 

２ 上記生産実績以外に、下記の商品仕入高があります。 

  

３ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当社及び連結子会社は、機能ソリューション事業に含まれる機械類を除き、原則として見込生産であります。 

機能ソリューション事業に含まれる機械類の受注高、受注残高は下記のとおりであります。 
  

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 販売実績の総販売実績に対する割合が100分の10を超える販売先はありません。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％) 

アパレル事業 54,654 △3.5 

機能ソリューション事業 43,916 ＋8.2 

合計 98,570 ＋1.4 

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％) 

アパレル事業 10,355 △11.5 

機能ソリューション事業 2,989 ＋9.9 

ライフクリエイト事業 2,713 ＋3.5 

合計 16,058 △5.8 

区分 受注高(百万円) 前期比(％) 受注残高(百万円) 前期比(％) 

機能ソリューション事業に含ま
れる機械類 

5,901 △15.5 1,313 △47.5 

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％) 

アパレル事業 97,707 △4.3 

機能ソリューション事業 58,195 ＋9.0 

ライフクリエイト事業 14,219 ＋20.6 

小計 170,122 ＋1.7 

内部売上控除 △1,335 － 

合計 168,787 ＋1.9 



３ 【対処すべき課題】 

当社グループは、中期経営計画「３Ｃ１０（サンシーテン）計画」に基づき、品質第一、技術立社を基盤としたカ

テゴリークリエイトの推進により成長戦略を実現するとともに、商品特性別ビジネスモデルを構築し、ロス・ムダの

排除に努めます。また、海外拡販体制の再構築、海外関係会社の技術確立と経営基盤強化、グローバル調達・生産・

物流体制の推進を通じてグローバル経営体制の強化を図ります。さらに、これら重点課題を解決するために構成員一

人ひとりの意識改革をベースとした全社運動を強化し、組織を活性化させるとともに、海外を含めた計画的な人財確

保とノウハウ・スキルの伝承およびＣＳＲ活動の強化に取り組んでまいります。 

  

また、当社は「当社の支配に関する基本方針」を定めており、その内容は以下のとおりであります。 

  

当社の支配に関する基本方針 

(1)基本方針 

当社グループは、企業価値向上を目指し、株主重視の経営姿勢を堅持していくことを基本に、ＲＯＥをグループ

重点目標指標として収益性の向上、資本の効率化に取り組むとともに、配当金支払い・自己株式取得等を通じて、

中長期的な業績見通しに基づいた、安定的・継続的な利益還元をはかってまいります。 

(2)基本方針実現のための取り組み 

当社グループは、「事業構造改革」「攻めの経営による事業拡大」「コーポレートブランドロイヤルティの向

上」「人財の育成」を基本戦略として、「成長」と「効率」によりグループの経営基盤強化と企業価値の向上を目

指し、現在、中期経営計画（３Ｃ１０計画：第１１０期～第１１２期）を推進中であります。 

また、意思決定の迅速化、経営監督機能の強化をはかるため、第１１０期に執行役員制度の導入、取締役員数の

削減を行うとともに、取締役の経営責任を明確にし、経営環境の変化に迅速に対応できる経営体制とするため、第

１１１期に取締役任期を２年から１年に変更し、併せて経営の透明性の確保をはかるため社外取締役の選任を行う

など、コーポレートガバナンスの強化に努めております。 

(3)不適切な支配の防止のための取り組み 

当社グループは、上述のとおり、中期経営計画「３Ｃ１０計画」の実行を通じて、企業価値・株主共同の利益向

上に努めておりますが、昨今、株式持合いの解消、企業買収に関する法制度の整備等を背景に、取締役会と十分な

協議や同意のプロセスを経ない企業買収が散見されるようになってきております。 

もちろん、このような企業買収であっても株主の皆様やステークホルダーの利益に資するものであれば、一概に

これを否定するものではなく、また買収提案の諾否は株主の皆様自らの判断に委ねられるべきものであると考えて

おります。 

しかしながら、こういった企業買収のなかには、十分な情報や時間を与えないもの、株式の売却を事実上強要す

る恐れがあるもの、買収の内容が株主共同の利益に対する明らかな侵害をもたらすものなども出てくる恐れがある

と思われます。 



また、当社グループはアパレル、機能ソリューション、ライフクリエイトの３つの事業セグメントにわたり、相

互に密接に関連した幅広い事業を展開し、多角的企業としてのシナジー効果の実現をはかっております。 

以上のようなことを勘案すると、株主の皆様が当社の将来実現可能な株主価値を把握し、買収提案の妥当性を短

期間に判断するのは容易でないケースも考えられます。 

こうした事情に鑑み、企業価値の維持・向上を目的として、また株主の皆様が自ら適切な判断を行うのに十分な

情報提供を受ける機会を確保し、不測の損害を被ることを防止するため、これらに反する大量買付行為を抑止する

対処方針の導入が必要であると考え、平成18年5月12日に開催の取締役会において、特定株主グループの議決権割合

が２０％以上となる当社株式への買付行為に対する対処方針を決議し、同日付でその詳細を「当社株式の大規模な

買付行為に関する対処方針（買収防衛策）について」として公表いたしました。 

このプレスリリースの全文 は、インターネット 上の当社ウェブサイト（ホームページアドレス

http://www.gunze.co.jp/）に掲載しております。 

なお、本対処方針の重要性に鑑み、広く株主の皆様のご意見を反映させるため、平成18年6月29日開催の定時株主

総会において議案として上程し、承認を頂いておりますが、本対処方針の有効期間は「３Ｃ１０計画」終了後 初

の定時株主総会（平成20年6月開催の予定）終結のときまでとしております。 

(4)上記取り組みに対する当社取締役会の判断 

当社取締役会は、これらの取り組みが、上述したとおり、基本方針に沿うものであり、企業価値・株主共同の利

益を損なうものではないものと考えております。 

また、本対処方針においては、当社取締役会の恣意的判断を排除し、大量買付ルールの遵守や対抗措置発動の是

非に関する判断の公正性・透明性を確保するために、大量買付行為があった際には、独立社外者からなる特別委員

会を設置するとともに、同委員会は取締役会の諮問機関として買収提案内容および対抗措置についての評価・勧告

を行い、当社取締役会はこれに従うものといたします。 

従って、本対処方針における対抗措置は、予め定められた合理的な客観的要件に該当した場合にのみ発動される

ように設定しており、取締役の地位の維持を目的とするものではありません。 

  

４ 【事業等のリスク】 

当社グループの経営成績、財政状態等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、以下のようなものがあります。な

お、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末日現在において当社グループが判断したものです。 

（１）品質管理について 

当社グループは「品質第一主義 優良品の提供」を事業の根幹に置き、より安心で、より快適な、魅力ある

商品とサービスの提供のために、徹底した安全性と品質の確認を実施しておりますが、予想を超える重大な品

質トラブルが発生した場合には、該当する商品のみならず、当社グループの製品全体の評価にも重大な影響を

与え、売上の低下によって、当社グループの経営成績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 



（２）消費者の嗜好の変化について 

当社グループの衣料品事業は、消費者の嗜好及び需要の変化に的確に対応するために、ＳＣＭの構築・カテ

ゴリーチェンジ（品種構成の革新）などに取組んでおりますが、消費者の嗜好および需要は急激に変化するこ

とから、市場動向の判断を誤った場合は売上高の減少・在庫の増加などにより、当社グループの経営成績およ

び財政状態に大きな影響を与える可能性があります。 

（３）天候不順について 

当社グループの事業は、シーズン商品の販売が多いことから、冷夏・暖冬等の天候不順が発生した場合に

は、当社グループの経営成績および財政状態に大きな影響を与える可能性があります。 

（４）原材料価格の変動について 

当社グループの製品は、原糸・綿糸・プラスチック樹脂等を主たる原材料としており、原材料価格は市況に

より変動しております。原材料価格の高騰は原価高に繋がり、製品価格に転嫁できない場合には、当社グルー

プの経営成績および財政状態に大きな影響を与える可能性があります。 

（５）情報管理について 

当社グループは、事業遂行に関連して、個人情報をはじめとする多数の重要情報を管理しています。これら

の情報については、情報システムに対するセキュリティ管理、情報管理に関する従業員への教育、外部委託先

との機密保持契約などを行い、その管理に万全を期していますが、予期せぬ事態により重要情報が漏えいした

り、不正使用された場合、当社グループの社会的信用に影響を与え、さらには損害賠償責任の発生等により、

当社グループの経営成績および財政状態に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

（６）大規模災害の発生について 

当社グループは全国に生産工場、商業施設等を配置しております。大規模地震の発生や大きな自然災害が発

生した場合には、これらの施設に物理的損害が生じ、生産活動や販売活動などに支障をきたし、当社グループ

の経営成績および財政状態に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

（７）海外事業について 

当社グループの海外事業は、現地における天災、政変や社会・経済情勢、テロや戦争、知的財産権訴訟、鳥

インフルエンザなどの伝染病といったリスクを内在しております。このような問題が顕在化したときは、事業

活動の継続が困難になることがあるため、当社グループの経営成績および財政状態に大きな影響を与える可能

性があります。 

（８）為替相場の変動について 

当社グループの取引には外貨による輸出・輸入が含まれております。そのため為替予約等により為替相場の

変動リスクをヘッジしておりますが、そのリスクを全て排除することは不可能であり、当社グループの経営成

績および財政状態に少なからず影響を与える可能性があります。 

（９）株式等の時価変動について 

当社グループは営業活動・業務提携等の一環として、一部の取引先について株式を所有しております。当該

株式の多くは上場株式であり、株式市場の下落等により、当社グループの経営成績および財政状態に少なから

ず影響を与える可能性があります。 



（10）退職給付債務について 

当社グループの退職給付制度は、一部を除いて確定給付型制度を採用しております。退職給付債務について

は長期国債利回りを基準とした割引率に基づいて算定しており、金利の変動は退職給付債務に影響を与えま

す。また、確定給付型年金制度における年金資産はその一部を株式等のリスク資産に投資しており、株式市場

の下落等により、その運用利回りは悪化する可能性があります。このように長期金利の変動および株式市場の

下落等運用環境の悪化は、当社グループの経営成績および財政状態に大きな影響を与える可能性があります。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

(重要な賃貸契約) 
  

  

(特定融資枠契約) 

提出会社は、運転資金の効率的な調達を行うため、平成19年１月に取引銀行３行と協調融資型特定融資枠契約

を締結しております（特定融資枠の額：100億円、契約期限：平成20年１月）。 

  

６ 【研究開発活動】 

当社グループは、インナーウェア・レッグウェア等衣料品、繊維資材、プラスチックフィルム、エンジニアリング

プラスチックス、電子機能材料、機械、医療材料等の事業活動を展開しており、これらを支援する研究開発活動は、

主として当社の研究開発センターが担当しており、既存事業分野の新規付加価値商品の開発および合理化・省力化機

械開発等の事業部門サポート並びに新規事業創出に向けたリサーチと技術開発に努めております。また、研究成果を

特許として権利確保し、事業基盤強化を図っております。 

当連結会計年度における研究開発費は1,501百万円であります。なお当該金額には製造部門における研究費は含めて

おりません。事業の種類別セグメントの主な研究開発活動および研究開発費の金額は次のとおりであります。 

（1）アパレル事業 

衣料品分野では、商品の高機能化を進めるため、ナノ繊維紡糸技術の開発や、機能原糸の自社開発、機能加工技術

開発に取り組み、次世代ストッキング、スポーツインナーウェア、クールビズ・ウォームビズインナー等各種衣料用

途および機能性産業繊維資材への展開を進めております。また、機能加工技術開発は、独自の繊維改質技術により、

安全・安心・快適を提供する次世代インナーへの展開を進めております。 

さらに、新生理評価技術（快適工房）の展開により、快適着圧インナー・ストッキング商品やメディカルサポート

ストッキング、ヘルシーライフ商品（血流促進衣料・敏感肌対応肌着等）、シームレス婦人インナー商品の開発に取

り組んでおります。 

当該セグメントに係る研究開発費は306百万円であります。 

（2）機能ソリューション事業 

プラスチックフィルム分野では、主力のペットボトル用ラベルにおける市場拡大と高付加価値化を狙いとした、新

規複合フィルムの開発を行っております。また、工業用機能フィルム開発にも注力しており、ダイシング用基材など

の半導体製造工程向けフィルムや光学用途向け機能フィルムの開発などを進めております。 

契約会社名 相手先 契約内容 期限 

グンゼ開発㈱ ㈱マイカル 
親会社旧前橋工場跡地の再開発により
建設した商業施設の賃貸 

平成25年10月 

グンゼ開発㈱ ㈱平和堂 
グンゼタウンセンター「つかしん」に建
設した商業施設の賃貸 

平成38年４月 



エンジニアリングプラスチックス分野では、複写機・プリンター用機能性ベルトのユーザーニーズに対応した高機

能化研究と製造工程の効率化研究を進めております。 

電子機能材料分野では、屋外使用に求められる低反射プラスチックタッチパネルをデジタルビデオカメラ、デジタ

ルスチールカメラ市場に展開するとともに、従来の抵抗膜式タッチパネルと比較して高透明、高耐久に優れた静電容

量方式タッチパネルの開発に取り組んでおります。 

機械分野では、新機能性商品の事業化を推進するためのオリジナル製造装置や、品質保証体制確立のための検査装

置の開発に加え、各事業部門における高機能商品を生産するための高効率な生産装置の開発ならびに生産技術の革新

に繋がる研究に取り組んでおります。 

医療材料分野では、生体吸収性材料を使用した吸収性縫合糸・骨接合材・人工皮膚に続く新たな商品群の開発に取

り組んでおります。再生医療分野においては、引き続き足場基材の開発ならびに細胞培養技術の基礎研究に取り組ん

でおります。 

当該セグメントに係る研究開発費は1,195百万円であります。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

（１）財政状態 

当連結会計年度末の資産総額は214,365百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,879百万円増加しました。主な要

因は、有形固定資産がライフクリエイト事業を主体とする設備投資により7,179百万円増加したことや、投資有価証券

が保有株式の時価下落などから4,464百万円減少したことなどによるものです。負債総額は75,931百万円となり、前連

結会計年度末に比べ1,218百万円増加しました。主な要因は、コマーシャルペーパーが16,500百万円増加したことや、

退職給付引当金が退職給付数理差異の償却に伴い7,758百万円減少したことや、未払法人税等が5,954百万円減少した

ことなどによるものです。また、純資産につきましては、138,433百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,114百万

円増加しました。主な要因は、当期純利益を8,386百万円計上したことや、株主還元（自己株式取得2,080百万円、配

当2,167百万円）を行ったことなどによるものです。 

  

（２）経営成績 

「１ 業績等の概要（１）業績」をご参照ください。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社グループ（当社及び連結子会社）は中期経営計画を推進するなか、高機能・高付加価値商品の生産ならびに合

理化・省力化を中心に総額17,433百万円の設備投資を実施しました。主な内容・目的は次のとおりであります。 

アパレル事業においては、当社におけるインナーウェア生産設備561百万円等、高付加価値商品の生産能力増強・省

力化を中心に1,724百万円の投資を実施しました。 

機能ソリューション事業においては、当社におけるプラスチックフィルム生産設備ほか1,479百万円、電子機能材料

生産設備162百万円、エンジニアリングプラスチックス生産設備ほか1,915百万円等、高付加価値商品の生産能力増強

を中心に合計4,550百万円の投資を実施しました。 

ライフクリエイト事業においては、国内関係会社のグンゼ開発における再開発事業等に10,690百万円の投資を実施

しました。 

なお、生産能力に重大な影響を及ぼすような固定資産の売却、撤去又は滅失はありません。 

  



２ 【主要な設備の状況】 

当社グループ(当社及び連結子会社)における主要な設備は、以下のとおりであります。 

(1) 提出会社 

平成19年３月31日現在 

  

事業所名 
(所在地) 

事業の
種類別 

セグメント
設備の内容 

設備の種類別の帳簿価額(百万円)
従業員数
(人) 建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

工具・器具
・備品 

土地
(面積千㎡) 合計 

宮津工場 
(京都府宮津市) アパレル

インナーウェア
生産設備 477 973 71

173 
(54)

1,696 
  255

梁瀬工場 
(兵庫県朝来市) 〃 〃 387 880 8

75 
(77)

1,352 173

久世工場 
(岡山県真庭市) 〃 〃 262 380 6

70 
(62)

720 177

本工場(注２) 
(京都府綾部市) 〃 靴下生産設備 299 694 28

1,055 
(230)

2,077 101

津山工場 
(岡山県津山市) 〃 合繊ミシン糸生

産設備 160 257 11
54 
(61)

483 3

守山工場(注２) 
(滋賀県守山市) 

機能ソリュ
ーション 

プラスチックフ
ィルム及び電子
機能材料生産設
備 

1,104 3,071 46
206 
(73)

4,429 178

亀岡工場 
(京都府亀岡市) 〃 電子機能材料生

産設備 859 751 56
20 
(45)

1,688 64

江南工場 
(愛知県江南市) 〃 

エンジニアリン
グプラスチック
ス生産設備 

2,253 2,280 28
20 

(101)
4,584 146

ＳＯＺ事業本部 
(大阪府茨木市) 〃 印刷・食品関係

機械生産設備 603 86 36
303 
(14)

1,030 140

メディカル材料センター(注２) 
(京都府綾部市) 〃 医療材料生産設

備 477 122 13
－ 
(－)

612 44

綾部本社(注２) 
(京都府綾部市) 全社管理 その他設備 972 40 15

－ 
(－)

1,028 46

東京支社(注３) 
(東京都中央区ほか) 

全社管理
・販売等 〃 508 0 7

535 
(9)

1,051 315

大阪本社(注３) 
(大阪市北区ほか) 〃 〃 432 27 306

662 
(24)

1,430 578

研究開発センター(注２) 
(綾部市・守山市) 

全社研究
・開発等 〃 552 328 140

－ 
(－)

1,020 119

その他(注４) － 貸与資産等 2,733 153 11
5,191 
(771)

8,089 －

合計 12,086 10,050 789
8,369 

(1,527)
31,296 2,339



(2) 国内子会社 

平成19年３月31日現在 

(3) 在外子会社 

平成19年３月31日現在 

会社名 
(事業所所在地) 

事業の
種類別 

セグメント
設備の内容 

設備の種類別の帳簿価額(百万円)
従業員数
(人) 建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

工具・器具
・備品 

土地
(面積千㎡) 合計 

東北グンゼ㈱(注５) 
(山形県寒河江市) アパレル

インナーウェア
生産設備 271 372 4

357 
(64)
[21]

1,006 214

九州グンゼ㈱(注５) 
(宮崎県小林市) 〃 靴下生産設備 453 759 23

－ 
[68]

1,236 317

福島プラスチックス㈱(注５) 
(福島県安達郡本宮町) 

機能ソリュ
ーション 

プラスチックフ
ィルム生産設備 940 985 8

－ 
[138]

1,934 66

グンゼ包装システム㈱ 
(滋賀県守山市) 〃 

プラスチックフ
ィルム印刷加工
設備 

488 522 15
93 
(14)

1,121 121

郡是高分子工業㈱ 
(神奈川県伊勢原市) 〃 

プラスチックフ
ィルム他生産設
備 

207 219 17
436 
(12)

881 73

綾部エンプラ㈱ 
（京都府綾部市） 〃 

エンジニアリン
グプラスチック
ス生産設備 

124 525 3
－ 
[15]

654 46

グンゼ開発㈱(注５) 
(つかしん(兵庫県尼崎市)ほか) 

ライフクリ
エイト 賃貸用不動産等 23,315 39 296

3,046 
(34)

[103]
26,697 38

グンゼスポーツ㈱ 
(兵庫県尼崎市ほか) 〃 スポーツ施設 761 0 17 － 778 52

会社名 
(事業所所在地) 

事業の
種類別 

セグメント
設備の内容 

設備の種類別の帳簿価額(百万円)
従業員数
(人) 建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

工具・器具
・備品 

土地
(面積千㎡) 合計 

大連坤姿時装有限公司 
(中国)(注５) アパレル

インナーウェア
生産設備 316 119 1

－ 
<23>

437 501

Gunze (Vietnam) Co.,Ltd. 
(ベトナム)(注５) 〃 〃 262 234 4

－ 
<15>

501 659

Thai Gunze Co.,Ltd. 
(タイ) 〃 〃 170 209 0

46 
(50)

426 544

済南冠世時装有限公司 
(中国)(注５) 〃 

インナーウェア
及び靴下生産設
備 

174 500 15
－ 
<5>

690 940

P.T.Gunze Socks Indonesia 
(インドネシア) 〃 靴下生産設備 136 253 3

163 
(23)

557 225

P.T.Gunze Indonesia 
(インドネシア) 〃 合繊ミシン糸生

産設備 125 41 9
77 
(12)

254 274

Gunze Plastics & 
Engineering Corporation  
of Europe N.V. 
(ベルギー) 

機能ソリュ
ーション 

プラスチックフ
ィルム生産設備 463 450 54

87 
(28)

1,054 76

Gunze Plastics & 
Engineering Corporation  
of America 
(米国) 

〃 〃 966 1,472 12
76 
(48)

2,527 62

上海郡是新包装有限公司 
（中国） 〃 

プラスチックフ
ィルム印刷加工
設備 

109 312 3
－ 
<7>

425 103

上海郡是高分子有限公司 
（中国） 〃 プラスチックフ

ィルム生産設備 99 180 1
－ 
<14>

281 113

上海郡是新塑材有限公司 
（中国） 〃 〃 252 441 2

－ 
<13>

 
696 51

Gunze Electronics 
U.S.A Corp. 
(米国) 

〃 電子機能材料生
産設備 403 191 0

105 
(11)

700 88



(注) １ 帳簿価額欄は、有形固定資産(建設仮勘定を除く)を記載しております。 

２ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 本工場の土地には、メディカル材料センター、綾部本社、研究開発センター(綾部)を、守山工場の土地には、研究開発セ

ンター(守山)をそれぞれ含めて表示しております。 

３ 福利厚生施設を含んでおります。 

４ このうち、土地618千㎡を連結子会社に賃貸しており、53千㎡を連結子会社以外に賃貸しております。 

５ 土地欄の[ ]内には、提出会社からの貸借面積を、< >内には連結会社以外からの貸借面積を外書しております。 

６ 上表設備のほかに、建物(当社大阪本社事務所ほか) 5千㎡を貸借しております。 

  また、リース契約による主な貸借資産は下記のとおりであります。 

(1) 提出会社 
  

(2) 国内子会社 
  

７ 従業員数には、臨時従業員は含まれておりません。 

  

名称 台数 リース期間
年間リース料
(百万円) 

リース契約残高 
(百万円) 

備考 

振動試験装置 1台 5年 3 5 リース契約 

大型コンピュータ 3セット 5年 194 81 〃 

社内ネットワーク 
システム 

2セット 5年 7 25 〃 

名称 台数 リース期間
年間リース料
(百万円) 

リース契約残高 
(百万円) 

備考 

中・小型コンピュータ 2セット 5年 8 18 リース契約 

   〃 2セット 7年 17 74 〃 

ソーター 2セット 7年 9 22 〃 

〃 1セット 8年 8 14 〃 



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

当社グループ(当社及び連結子会社)における重要な設備投資計画の内訳は下記のとおりであります。 

[提出会社] 
  

  

[連結子会社] 
  

  
  

(2) 重要な設備の除却等 

生産能力に重要な影響をおよぼすような固定資産の売却、撤去の予定はありません。 

事業所名 
(所在地) 

事業の 
種類別 

セグメント 
設備の内容 

投資予定額
資金

調達方法 
着手
年月 

完成予定 
年月 

完成後の
増加能力 総額

(百万円) 
既支払額
(百万円) 

守山工場 
(滋賀県守山市) 

機能ソリュー

ション 
プラスチックフィルム

生産設備更新、合理化 266 － 自己資金等 H19.4 H20.5 600t/年間

亀岡工場 
(京都府亀岡市) 〃 

電子機能材料生産設備

更新、合理化 657 159 〃 H18.8 H19.11 
145千㎡/
年間 

会社名 
(所在地) 

事業の 
種類別 

セグメント 
設備の内容 

投資予定額
資金

調達方法 
着手
年月 

完成予定 
年月 

完成後の
増加能力 総額

(百万円) 
既支払額
(百万円) 

東北グンゼ㈱ 
(山形県寒河江市) アパレル 

インナーウェア生産設

備更新、合理化 156 － 自己資金等 H19.10 H19.12 － 

上海郡是新塑材有
限公司 
（中国） 

機能ソリュー

ション 
プラスチックフィルム

生産設備更新、合理化 400 11 〃 H19.6 H20.3 
1,560t/
年間 

グンゼスポーツ㈱ 
(兵庫県尼崎市ほ

か) 

ライフクリエ

イト 
スポーツ施設 350 － 〃 H19.1 H19.7 1店舗

〃 〃 〃 800 － 〃 H19.4 H20.3 〃 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

  

② 【発行済株式】 
  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) １ 平成14年６月27日開催の定時株主総会における資本準備金減少決議に基づくその他資本剰余金への振替であります。 

２ 発行済株式総数の減少は、その他資本剰余金による自己株式の消却による減少であります。 

３ 資本準備金増加額49百万円は、滋賀フイルム㈱（連結子会社）との合併に伴うものであります。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 500,000,000

計 500,000,000

種類 
事業年度末

現在発行数(株) 
(平成19年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月28日) 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 227,935,165 227,935,165
東京証券取引所市場第一部
大阪証券取引所市場第一部 

－ 

計 227,935,165 227,935,165 － － 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 

(百万円) 

平成14年８月11日 
(注)１ 

― 234,935,165 ― 26,071 △19,128 6,517

平成16年２月25日 
(注)２ 

△7,000,000 227,935,165 ― 26,071 ― 6,517

平成17年４月１日 
(注)３ 

－ 227,935,165 － 26,071 49 6,566



(5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 自己株式 14,275,537株は、「個人その他」に14,275単元、及び「単元未満株式の状況」に537株を含めて記載しておりま

す。 

２ 「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が2単元含まれております。 

３ 「単元未満株式」の中には、証券保管振替機構名義の株式240株が含まれております。 

  

(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 上記のほか当社所有の自己株式14,275千株(6.26％)があります。 

２ 所有株式数には、日本トラスティ・サービス信託銀行㈱25,381千株、日本マスタートラスト信託銀行㈱5,787千株、第一

生命保険相互会社8千株、資産管理サービス信託銀行㈱5,417千株の信託業務に係る株式を含んでおります。 

３ 次の法人から、当期中に大量保有報告書に係る変更報告書の提出があり（報告義務発生日 平成19年3月15日）、次のと

おり株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当事業年度末における当該法人名義の実質所有株式数の確認がで

きないため、上記の「大株主の状況」には含めておりません。 

区分 

株式の状況(１単元の株式数1,000株)
単元未満
株式の状況

(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 個人
その他 

計 
個人以外 個人

株主数 
(人) 

3 88 30 195 223 3 14,993 15,535 ＿

所有株式数 
(単元) 

4 95,951 1,709 14,709 55,405 18 57,277 225,073 2,862,165

所有株式数 
の割合(％) 

0.00 42.63 0.76 6.53 24.62 0.01 25.45 100.00 ＿

氏名又は名称 住所
所有
株式数 
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

日本トラスティ・サービス 
信託銀行㈱ 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 25,381 11.14

 全国共済農業協同組合連合会 東京都千代田区平河町二丁目７番９号 11,158 4.90

 ㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 6,131 2.69

㈱京都銀行 
京都市下京区烏丸通松原上る薬師寺町
700番地 

5,875 2.58

日本マスタートラスト信託銀行㈱ 東京都港区浜松町二丁目11番３号 5,787 2.54

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町一丁目13番１号 5,522 2.42

資産管理サービス信託銀行㈱ 東京都中央区晴海一丁目８番12号 5,417 2.38

㈱みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内一丁目３番３号 5,205 2.28

日本興亜損害保険㈱ 東京都千代田区霞が関三丁目７番３号 4,380 1.92

シージーエムエルロンドンエクイ
ティ 
 [常任代理人] 
シティバンク・エヌ・エイ東京支
店 

英国、ロンドン 
（東京都品川区東品川二丁目３番14号） 

3,271 1.44

計 ― 78,127 34.28

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合(％) 

ゴールドマン・サックス・イ
ンターナショナルほか２社 

英国、ロンドン 19,283 8.46



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 完全議決権株式(その他)の中には、証券保管振替機構名義の株式2,000株(議決権の個数2個)が含まれております。 

２ 単元未満株式には、当社所有の自己株式537株、証券保管振替機構名義株式240株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

(自己保有株式) 
普通株式 

14,275,000 
― ― 

(相互保有株式) 
普通株式 

61,000 
― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

210,737,000 
  

210,737 (注)１

単元未満株式 
普通株式 

2,862,165 
―

１単元(1,000株)未満の株式 
(注)２ 

発行済株式総数 227,935,165 ― ― 

総株主の議決権 ― 210,737 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
グンゼ株式会社 

大阪市北区梅田一丁目 
８番17号 

14,275,000 ― 14,275,000 6,26

(相互保有株式) 
タマヤ株式会社 

綾部市青野町下入ケ口 
12番地 

61,000 ― 61,000 0.03

計 ― 14,336,000 ― 14,336,000 6.29



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

  
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

       該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

  

  

  

  

【株式の種類等】 普通株式 

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

取締役会(平成18年５月12日)での決議状況 
(取得期間 平成18年5月15日～平成18年6月28日) 

1,000,000 800,000,000 

当事業年度前における取得自己株式 ― ― 

当事業年度における取得自己株式 1,000,000 730,778,000 

残存決議株式の総数及び価額の総額 0 69,222,000 

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 0.0 8.6 

当期間における取得自己株式 ― ― 

提出日現在の未行使割合(％) ― ― 

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

取締役会(平成18年6月12日)での決議状況 
(取得期間 平成18年6月13日～平成18年6月28日) 

1,000,000 700,000,000 

当事業年度前における取得自己株式 ― ― 

当事業年度における取得自己株式 1,000,000 613,189,000 

残存決議株式の総数及び価額の総額 0 86,811,000 

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 0.0 12.4 

当期間における取得自己株式 ― ― 

提出日現在の未行使割合(％) ― ― 

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

取締役会(平成18年8月3日)での決議状況 
(取得期間 平成18年8月4日～平成18年9月22日) 

1,000,000 700,000,000 

当事業年度前における取得自己株式 ― ― 

当事業年度における取得自己株式 1,000,000 660,609,000 

残存決議株式の総数及び価額の総額 0 39,391,000 

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 0.0 5.6 

当期間における取得自己株式 ― ― 

提出日現在の未行使割合(％) ― ― 



  

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

(注) 「当期間における取得自己株式」欄には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取による株

式数は含めておりません。  

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

(注)１ 当期間における「その他」欄には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の売渡による株式数は

含めておりません。 

２ 当期間における「保有自己株式数」欄には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取および

売渡による株式数は含めておりません。 

  

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

取締役会(平成19年５月９日)での決議状況 
(取得期間 平成19年5月10日～平成19年6月15日) 

1,000,000 700,000,000 

当事業年度前における取得自己株式 ― ― 

当事業年度における取得自己株式 ― ― 

残存決議株式の総数及び価額の総額 ― ― 

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) ― ― 

当期間における取得自己株式 1,000,000 698,932,000 

提出日現在の未行使割合(％) 0.0 0.1 

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

当事業年度における取得自己株式 115,508 75,979,137 

当期間における取得自己株式 16,574 11,449,213 

区分 
当事業年度 当期間 

株式数(株) 
処分価額の総額

(円) 
株式数(株) 

処分価額の総額 
(円) 

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式 

― ― ― ― 

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ― 

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式 

― ― ― ― 

その他(単元未満株式の買増請求に
基づき売渡した取得自己株式) 

4,749 2,592,841 790 449,067 

保有自己株式数 14,275,537 ― 15,291,321 ― 



３ 【配当政策】 

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要政策と位置づけ、連結配当性向30%程度を当面の目安に、中・長

期的な業績見通しに基づき、安定的・継続的な利益還元を行ってまいります。 

当社の剰余金の配当は、期末配当による年１回を基本方針としております。また剰余金の配当の決定機関は、株主

総会であります。 

この方針のもと、当期の配当につきましては、1株当たり10円（普通配当：10円）としております。 

一方、企業体質強化と将来の事業展開に内部留保金を有効活用するとともに、自己株式の弾力的取得も含めて株主

価値の向上に努めてまいります。 

  

(注) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

  

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【 近５年間の事業年度別 高・ 低株価】 

  

(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2) 【 近６月間の月別 高・ 低株価】 

  

(注)  株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

  

決議年月日 配当金の総額 １株当たり配当額 

平成19年６月27日 定時株主総会決議 2,136百万円 10円 

回次 第107期 第108期 第109期 第110期 第111期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

高(円) 550 560 575 855 816

低(円) 385 404 444 458 541

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

高(円) 665 623 623 658 697 709

低(円) 609 541 587 592 622 663



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
(千株) 

代表取締役 
会長 

  
ＣＥＯ( 高経
営責任者) 

  

小 谷 茂 雄 昭和12年12月８日生

昭和35年４月 当社入社 

注３ 66

 〃 61年７月 当社アパレル事業本部次長 

 〃 62年２月 当社取締役、アパレル事業本部長 

 〃 63年６月 当社常務取締役、アパレル事業本

部長 

平成４年６月 当社代表取締役専務取締役、アパ

レル事業本部長 

 〃 ８年６月 当社代表取締役専務取締役、総合

計画室長 

 〃 10年４月 当社代表取締役専務取締役、経営

企画部長 

 〃 14年４月 当社代表取締役専務取締役、経営

戦略部長 

 〃 14年６月

 〃 16年６月

  

 〃 17年６月

  

 〃 18年６月

当社代表取締役社長、COO 

当社代表取締役社長、CEO兼COO兼

CMO 

当社代表取締役社長、社長執行役

員、CEO兼COO 

当社代表取締役会長、CEO(現) 

代表取締役 
社長 

社長執行役員 
ＣＯＯ（ 高執

行責任者） 
平 田   弘 昭和22年９月５日生

昭和45年４月 当社入社 

注３ 11

平成10年11月 当社アパレル事業本部管理課長 

 〃 12年６月 当社取締役、管理部長兼総務部長 

 〃 13年４月 当社取締役、管理部長 

 〃 14年４月 当社取締役、経営戦略部次長 

 〃 14年６月 当社取締役、情報システムセンタ

ー長兼CIO 

 〃 16年６月

  

  

 〃 16年７月

  

  

 〃 17年６月

  

  

 〃 18年６月

当社代表取締役常務取締役、経営

戦略部長兼東京支社長兼CMAO兼

CHO兼CIO 

当社代表取締役常務取締役、経営

戦略部長兼東京支社長兼CMAO兼

CHO兼CIO兼CCSRO 

当社代表取締役専務取締役、専務

執行役員、経営戦略部長兼東京支

社長兼CMAO兼CHO兼CIO兼CCSRO 

当社代表取締役社長、社長執行役

員、COO(現) 

専務取締役 

専務執行役員 
プラスチック 
カンパニー長 
兼東京支社長 
兼ＣＨＯ 

（人事担当） 
兼ＣＲＯ 

(研究開発担当) 
兼ＣＣＳＲＯ 

（ＣＳＲ担当） 

柴 本 博 司 昭和17年６月23日生

昭和40年４月

平成９年３月

  

 〃 12年６月

  

 〃 16年６月

  

 〃 17年４月

  

 〃 17年６月

  

 〃 18年６月

当社入社 

グンゼ包装システム㈱代表取締役

社長 

当社取締役、プラスチック事業部

長 

当社常務取締役、プラスチック事

業部長兼CRO 

当社常務取締役、プラスチックカ

ンパニー長兼CRO 

当社常務取締役、常務執行役員、

プラスチックカンパニー長兼CRO 

当社専務取締役、専務執行役員、

プラスチックカンパニー長兼東京

支社長兼CHO兼CRO兼CCSRO(現) 

注３ 13



  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
(千株) 

常務取締役 

常務執行役員 
メンズ＆キッズ
カンパニー長 
兼ＣＬＯ 
(物流担当) 

柳   義 宜 昭和24年10月10日生

昭和47年４月 当社入社 

注３ 6

平成13年３月 当社アパレル事業本部次長 

 〃 14年６月 当社取締役、アパレル事業本部長 

 〃 15年４月

  

 〃 16年６月

  

 〃 17年６月

当社取締役、メンズ＆キッズカン

パニー長 

当社常務取締役、メンズ＆キッズ

カンパニー長兼CLO 

当社常務取締役、常務執行役員、

メンズ＆キッズカンパニー長兼

CLO(現) 

取締役   鈴 木 正 隆 昭和19年４月２日生

昭和43年４月

平成11年６月

 〃 14年４月

  

 〃 14年10月

  

 〃 15年４月

 〃 15年６月

 〃 17年４月

 〃 18年６月

 〃 19年４月

 〃 19年６月

三井物産㈱入社 

同社取締役、繊維本部長 

同社常務取締役、常務執行役員、

生活産業グループ繊維本部長 

同社常務執行役員、生活産業グル

ープ・プレジデント 

同社専務執行役員 

同社代表取締役、専務執行役員 

同社代表取締役、副社長執行役員 

当社取締役(現) 

三井物産㈱代表取締役 

同社顧問(現) 

注３ －

取締役   上 野 祐 子 昭和29年７月７日生

昭和54年５月

  

  

平成２年８月

  

 〃 14年６月

  

  

  

 〃 16年４月

  

 〃 16年４月

  

 〃 17年４月

 〃 18年６月

ワールドデザインコーポレーショ

ン（現㈱マーケティングダイナミ

ックス研究所）設立 

㈱マーケティングダイナミックス

研究所代表取締役(現) 

経済産業省 地域新生コンソーシ

アム研究開発事業および同地域新

規産業創造技術開発費補助事業評

価委員(現) 

中小企業基盤機構 新連携支援地

域戦略会議委員(現) 

国立大学法人奈良女子大学 監事

(現) 

聖カタリナ大学 客員教授(現) 

当社取締役(現) 

注３ －

取締役 
執行役員 
電子部品 
事業部長 

忰 山   滋 昭和21年10月30日生

昭和44年４月 当社入社 

注３ 33

平成13年10月 当社情報システムセンターＩＴソ

フト開発課長 

 〃 14年６月

 〃 17年６月

当社取締役、電子部品事業部長 

当社取締役、執行役員、電子部品

事業部長(現) 

取締役 

執行役員 
技術開発部長 
兼ＣＴＯ 

（技術担当） 
兼ＣＩＯ 

（情報担当） 
兼ＣＣＯ 

（コンプライア
ンス担当） 

森 山 平三郎 昭和23年５月５日生

昭和47年４月

平成13年５月

  

 〃 14年６月

 〃 17年６月

  

 〃 18年６月

  

当社入社 

注３ 7

当社研究開発部第一研究室長兼第

五研究室長 

当社取締役、研究開発センター長 

当社取締役、執行役員、研究開発

センター長 

当社取締役、執行役員、技術開発

部長兼CTO兼CIO兼CCO(現) 



  

(注)１ 取締役 鈴木 正隆氏及び上野 祐子氏は、会社法第２条第15号に定める「社外取締役」であります。 

２ 監査役 平井 俊邦氏及び宮川 明氏は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」であります。 

３ 取締役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時までであ

ります。 

４ 監査役 長船 修治氏の任期は、平成17年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。 

５ 監査役 平井 俊邦氏及び宮川 明氏の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定

時株主総会終結の時までであります。 

６ 当社は、取締役会の活性化と意思決定の迅速化および業務執行体制の強化を図るため、執行役員制度を導入しておりま

す。執行役員16名のうち、取締役を兼務していない執行役員は以下の９名であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
(千株) 

取締役 
執行役員 
エンプラ 
事業部長 

丹 原 英 夫 昭和23年８月20日生

昭和45年４月 当社入社 

注３ 5

平成11年６月 当社エンプラ事業部江南工場長 

 〃 14年６月

 〃 16年６月

 〃 17年６月

当社エンプラ事業部長 

当社取締役、エンプラ事業部長 

当社取締役、執行役員、エンプラ

事業部長(現) 

取締役 

執行役員 

経営戦略部長 

兼人財開発部長 

兼ＣＦＯ 

（財務担当） 

兼ＣＭＡＯ 

（経営・管理担

当）兼ＣＨＯ代

理（人事担当） 

児 玉  和 昭和23年11月23日生

  

昭和47年４月

平成14年４月

 〃 17年６月

  

 〃 18年６月

  

当社入社 

当社経営戦略室長 

当社執行役員、ビジネスセンター

長兼CFO兼CHO代理 

当社取締役、執行役員、経営戦略

部長兼人財開発部長兼CFO兼CMAO

兼CHO代理(現) 

注３ 12

監査役 
(常勤)   長 船 修 治 昭和22年５月26日生

昭和45年４月 当社入社 

注４ 18

平成11年10月 当社靴下事業部ＬＣシステム課長 

 〃 14年６月 当社取締役、靴下事業部長 

 〃 15年４月 当社取締役、レディス＆レッグカ

ンパニー長 

 〃 17年６月 当社監査役(現) 

監査役   平 井 俊 邦 昭和17年４月２日生

昭和40年４月 ㈱三菱銀行（現㈱三菱東京ＵＦＪ

銀行）入行 

注５ －

平成４年６月 同社取締役 

 〃 ８年４月 ㈱東京三菱銀行（現㈱三菱東京Ｕ

ＦＪ銀行）取締役 

 〃 10年６月 千代田化工建設㈱専務取締役 

 〃 13年６月

 〃 18年10月

  

 〃 19年６月

㈱インテック取締役副社長 

㈱インテックホールディングス取

締役副社長 

当社監査役(現) 

監査役   宮 川  明 昭和19年５月20日生

昭和43年４月 ㈱日本勧業銀行（現㈱みずほ銀

行）入行 

注５ －

平成８年６月 ㈱第一勧業銀行（現㈱みずほ銀

行）取締役 

 〃 14年４月 ㈱みずほ銀行取締役副頭取 

 〃 15年７月 日本土地建物㈱顧問 

 〃 16年６月 ユーシーカード㈱取締役会長 

 〃 19年６月 当社監査役(現) 

計 171

職  名 氏  名 

執行役員・繊維資材事業部長 高 橋 俊 彦 

執行役員・ＳＯＺ事業本部長 熊 木   昭 



  

   ７ 当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役１名を選出し

ております。補欠監査役の略歴は以下のとおりであります。 

   （氏名）   （生年月日）     （略歴）                 （所有株式数） 

   有田 勝彦  昭和26年８月18日生  昭和57年２月 公認会計士登録          － 
                      〃 58年２月 有田公認会計士事務所開設(現) 

  

  

職  名 氏  名 

執行役員・マーケティング部長 
兼ＣＭＯ(マーケティング担当) 

広 政   周 

執行役員・レディス＆レッグカンパニー長 
兼レッグ事業本部長 

金 井 博 芳 

執行役員・ハウスカジュアルセンター所長 福 田 義 昭 

執行役員・グンゼ開発㈱社長 浜 村   眞 

執行役員・東日本支社長 四 方 仁 史 

執行役員・研究開発センター長 鈴 木 昌 和 

執行役員・メンズ＆キッズカンパニー次長 藤 田   博 



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

１．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、企業価値を継続的に増大させていくという経営の基本方針を実現するために、コンプライアンスの重要性

を認識し、社会・経済環境に対応した迅速な意思決定と適時・適切な情報開示に努め、経営の透明性向上を図ること

によって株主価値を高めることを経営上の も重要な課題の一つとして取り組んでおります。その実現のために、各

ステークホルダーとの良好な関係を築くとともに、内部統制機能の強化・整備を図りながら、コーポレート・ガバナ

ンスの充実に努めていきたいと考えております。 

２．会社の機関の内容 

（取締役、取締役会、執行役員） 

当社は監査役制度採用会社であります。また、意思決定の迅速化および業務執行体制の強化を図るため執行役員

制度を導入しております。現行の経営体制（平成19年６月28日現在）は、社外取締役２名を含む取締役10名と取締

役兼務者７名を含む執行役員16名であります。なお、経営責任の明確化を図るとともに、経営環境の変化により迅

速に対応できる経営体制とするために、取締役および執行役員の任期は１年としております。取締役会は、原則と

して月１回開催（平成19年３月期は13回開催）されており、会社の重要な業務執行の決定を行うとともに、取締役

の職務執行状態を監督しております。これと併せてチーフオフィサー７名で構成される経営執行会議を概ね週１回

開催（平成19年３月期は44回開催）し、業務執行に関する重要事項の審議を行い、意思決定の迅速化を図っており

ます。 

（監査役、監査役会） 

監査役会は社外監査役２名を含む監査役３名（平成19年６月28日現在）で構成されております。監査役は、取締

役会・経営執行会議等の重要会議への出席、当社事業部門・管理部門への往査、国内外の子会社調査等を実施し、

経営への監視機能を果たしております。 

  

コーポレート・ガバナンス体制の模式図は次のとおりです。 

 
  

３．取締役の定数 

当社の取締役は15名以内とする旨定款に定めております。 

４．取締役の選任の決議要件 

当社は、取締役の選任決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。 

５．社外取締役及び社外監査役との間で締結している責任限定契約の概要 

社外取締役２名および社外監査役２名は、当社と会社法第427条第1項に規定する責任限定契約を締結しており、

当該契約に基づく賠償責任限度額は、600万円または会社法第425条第1項に掲げる額のいずれか高い金額と定めてお

ります。 



６．自己株式の取得の決定機関 

当社は、会社法第165条第２項の規定に従い、取締役会の決議によって市場取引等により自己株式を取得すること

ができる旨定款に定めております。これは、機動的に自己株式の取得を行うことを目的とするものであります。 

７．株主総会の特別決議要件 

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の

議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。

これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とす

るものであります。 

８．内部統制システム及びリスク管理体制の整備状況 

当社は、取締役会において以下のとおり「内部統制システムの整備に関する基本方針」を決議しております。 

(1)取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

① 当社は、当社グループ構成員の具体的な行動指針として制定した「グンゼ行動規範」を周知徹底し経営理

念の実現を図るものとする。 

② 当社は、当社グループのＣＳＲへの取り組みを強化するためＣＳＲ推進室を設置し、ＣＳＲ統括役員(ＣＣ

ＳＲＯ)を任命するとともに、特に法令等遵守と企業倫理の確立を図るためにコンプライアンス担当役員

(ＣＣＯ)を任命する。また、「ＣＳＲ規程」「コンプライアンス規程」等に基づき、組織横断的に統括す

る組織である「全社ＣＳＲ委員会」(委員長：ＣＣＳＲＯ)において、法令等遵守のための体制強化を図る

ものとする。 

③ 当社は、「取締役会規則」に基づき、取締役会を原則として毎月1回開催し、取締役会は当社グループの重

要な業務執行の決定を行うとともに、取締役の職務執行を監督するものとする。 

④ 当社は、取締役会の経営監視機能の強化を図るため、独立性の高い社外取締役を選任するものとする。 

⑤ 当社は、取締役・執行役員・監査役を対象としたＣＳＲセミナーを定期的に実施し、違法行為や不正の未

然防止に努めるものとする。 

⑥ 常勤監査役は、「監査役監査規程」に基づき取締役会のほか重要な会議に出席し、取締役の職務執行を監

査するものとする。 

(2)取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

当社は、株主総会議事録、取締役会議事録、稟議書、契約書などの取締役の職務遂行に係る文書、資料、情

報については、「文書規程」等によって保存・管理を行うものとする。 

(3)損失の危険の管理に関する規程その他の体制  

当社は、「リスク管理規程」に基づき、当社グループの組織横断的なリスク管理体制を強化し、リスク全般

についてその未然防止や不測の事態への適切な対応を図るものとする。 

特に情報リスクに関しては、「ＩＴセキュリティ方針」・「ＩＴセキュリティ対策標準」に基づき、当社グ

ループの情報資産の保護に努めるものとする。 

(4)取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

① 当社は、取締役会の機能をより強化し経営効率を向上させるため、「経営執行会議規約」に基づき、チー

フオフィサーで構成される経営執行会議を概ね週1回開催し、当社グループの業務執行に関する重要事項の

審議を行うものとする。 

② 当社は、業務の意思決定・監督機能と業務執行機能を分離し、取締役会のチェック機能を強化するととも

に、取締役会の活性化と意思決定の迅速化を図るため、執行役員制をとるものとする。 

③ 当社は、変化の激しい経営環境に機敏に対応し、経営責任の明確化を図るため、取締役の任期を1年とす

る。 

④ 当社は、「業務分掌内規」、「カンパニー長責任権限規程」、「事業グループ長責任権限規程」を遵守

し、当社グループの内部統制の妥当性確保、業務執行手続きの明確化ならびに経営・管理の効率向上に努

めるものとする。 



⑤ 当社は、当社グループの業務執行を効率的に行うため、全社プロジェクト活動を通じて、ＩＴを活用した

業務改革を推進するものとする。 

⑥ 監査役は、取締役が善管注意義務に則り行う当社グループの内部統制システムの構築・運用状況について

監視・検証するものとする。 

(5)使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

① 当社は、コンプライアンスの徹底を図るため、当社グループ構成員に対して必要な教育・研修を定期的に

実施するほか、法令の制定・改正が行われた場合、また当社グループや他社で重大な不祥事や事故が発生

した場合には、すみやかに必要な教育・研修を実施するものとする。 

② 当社は、当社グループに適用する規程・規約を社内イントラネットに掲載し、使用人がいつでも縦覧でき

るようにするものとする。 

③ コンプライアンスに関する情報については、相談・通報の窓口(「なんでも相談ホットライン」)を通して

使用人が直接通報を行う手段を確保し、不祥事や事故の未然防止に努めるものとする。特に重大な法令違

反、その他のコンプライアンスに関する重要な事実を発見したときは、社長(ＣＯＯ)またはコンプライア

ンス担当役員(ＣＣＯ)にも直接通報するものとする。 

(6)企業集団における業務の適正を確保するための体制 

① 当社は、「全社ＣＳＲ委員会」による統括のもと、当社各部門・グループ各社にコンプライアンス推進責

任者を置き、コンプライアンスの徹底を図るものとする。特にＩＴセキュリティについては、当社各部

門・グループ各社にＩＴセキュリティ責任者(ＤＩＯ：ディビジョン・インフォメーション・オフィサー)

を置き、管理の徹底を図るものとする。 

② 当社は、当社グループ各社の経営について、その自主性を尊重しつつ、事業内容の定期報告と重要案件に

ついての事前協議等を通じて指導・助言を行い、業務の適正化を図るものとする。 

③ 業務監査室は、当社グループの業務全般に係わる内部統制の有効性について監査し、企業集団としての業

務の適正と効率性確保を図るものとする。 

④ 監査役は、前項③の監査報告に基づき、監査を必要とする当社グループ会社に対して、内部統制の有効

性、企業集団としての業務の適正と効率性について監査を行うものとする。なお、監査役が必要と認めた

場合については、当社グループ会社に対して、監査役が直接監査を行うものとする。 

(7)監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項 

監査役は、監査業務を補助するため、「監査役監査規程」に基づき必要に応じて業務監査室等の使用人を使

用できるものとする。 

(8)補助使用人の取締役からの独立性に関する事項 

監査役により監査業務に必要な命令を受けた使用人は、その命令に関して、取締役、業務監査室長等、上長

の指揮命令を受けないものとする。 

(9)取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制 

① 取締役は、会社の信用や業績に大きな悪影響を与えるなど、当社グループに著しい損害を及ぼすおそれの

ある事実を発見したときは、適切な措置を講ずるとともに、遅滞なくその事実を監査役に報告するものと

する。 

② 取締役および使用人は、監査役から監査において必要となる報告の要求があった場合には、遅滞なく報告

するものとする。 

③ 業務監査室長は、業務監査室による監査指摘事項を遅滞なく監査役に報告するものとする。 

④ 取締役および使用人は、上記(5)の③に基づく情報のうち重要な事項については、遅滞なく監査役に報告す

るものとする。 

(10)その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

① 監査役は、「監査役会規則」、「監査役監査規程」に基づき、監査方針の策定や業務分担等を行い、定期

的に代表取締役、会計監査人および業務監査室と意見交換、情報交換を行うものとする。 



② 監査役は、取締役および使用人に監査指摘事項を提出するとともに、必要に応じて当該部門の是正勧告や

助言を行うなど、内部統制が有効に機能するよう努めるものとする。 

③ 監査役の過半数は社外監査役とし、監査における透明性を確保するものとする。 

９．内部監査、監査役監査および会計監査の状況 

（内部監査部門の状況） 

当社は、関係会社を含めた業務プロセスの適正性及び経営の効率性を監査する目的で、社長直轄の内部監査部門

として業務監査室を設置しております。現在５名のスタッフにより内部監査を実施しており、内部統制機能の充実

を図っております。 

（監査役と内部監査部門の連携状況） 

監査役および監査役会は、年初に内部監査部門である業務監査室と、内部監査計画の概要、内部監査項目につい

ての事前確認を行っております。また、必要に応じて業務監査室の往査および監査講評に立ち会うほか、内部監査

実施後には、業務監査室から監査結果について報告を受けております。 

（監査役と会計監査人の連携状況） 

監査役及び監査役会は、年初に会計監査人からの監査計画の概要や重点監査項目についての報告を受け、その妥

当性についての意見を述べております。監査結果等に関する意見交換を、会計監査人との間で適宜行うなど、緊密

な連携を維持しております。また、必要に応じて会計監査人の往査及び監査講評に立ち会うほか、会計監査人から

会計監査報告を受けるとともに、監査の品質管理体制について文書等による説明を受けその妥当性を確認しており

ます。この他にも会計監査人に対して、監査の実施経過について適宜報告を求めるなど、恒常的な連携を維持して

おります。 

（会計監査） 

当社は、会社法に基づく会計監査人および証券取引法に基づく会計監査に協立監査法人を選定しておりますが、

同監査法人および当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社の間には、特別の利害関係はありません。

当期において業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成については下記のとおりです。 

・業務を執行した公認会計士の氏名 

  代表社員 業務執行社員：串畑豊量（継続監査年数33年）、大塚孝雄（継続監査年数23年） 

・監査業務に係る補助者の構成 

  公認会計士７名、会計士補１名 

10．会社と社外取締役および社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

社外取締役２名および社外監査役２名と当社との間には、特別な利害関係はありません。 

11．役員報酬の内容 

取締役の年間報酬総額   267百万円（うち社外取締役  9百万円） 

監査役の年間報酬総額    39百万円（うち社外監査役 17百万円） 

(注)1.取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含めておりません。 

2.取締役の報酬等の額には、当期中に役員賞与として引当金を計上した40百万円を含めております。 

3.上記報酬等の額には、役員退職慰労引当金の当期繰入額を含めております。 

4.取締役１名、社外取締役２名は、取締役就任（平成18年６月29日）以降平成19年３月31日までの報酬等の額を

記載しております。 

12．監査報酬の内容 

公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬  32百万円 

上記以外の業務に基づく報酬  該当事項はありません 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)及

び当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の連結財務諸表並びに前事業年度（平成17年４月１

日から平成18年３月31日まで）及び当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の財務諸表について、

協立監査法人により監査を受けております。 



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産      

１ 現金及び預金   5,114 4,829  

２ 受取手形及び売掛金 ※５   38,036 39,906  

３ たな卸資産   38,781 35,057  

４ たな卸不動産   440 124  

５ 繰延税金資産   1,520 862  

６ 短期貸付金   243 266  

７ その他の流動資産   2,271 4,685  

貸倒引当金   △41 △46  

流動資産合計   86,366 40.6 85,685 40.0

Ⅱ 固定資産      

１ 有形固定資産      

(1) 建物及び構築物 ※３ 82,534 93,729    

減価償却累計額 48,736 33,798 51,402 42,326  

(2) 機械装置及び運搬具 86,131 89,849    

減価償却累計額 68,555 17,575 71,447 18,402  

(3) 工具・器具・備品 5,753 6,089    

減価償却累計額 4,680 1,072 4,722 1,367  

(4) 土地 ※２   12,268 12,211  

(5) 建設仮勘定   3,039 626  

有形固定資産合計   67,755 31.9 74,934 34.9

２ 無形固定資産      

(1) 借地権その他の 
  無形固定資産 

  1,075 1,105  

無形固定資産合計   1,075 0.5 1,105 0.5

３ 投資その他の資産      

(1) 投資有価証券 ※3,4   48,819 44,355  

(2) 長期貸付金   971 866  

(3) 繰延税金資産   2,514 2,335  

(4) その他の投資等 ※４   5,245 5,289  

貸倒引当金   △263 △206  

投資その他の資産合計   57,288 27.0 52,639 24.6

固定資産合計   126,119 59.4 128,680 60.0

資産合計   212,486 100.0 214,365 100.0

      



  

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)      

Ⅰ 流動負債      

１ 支払手形及び買掛金 ※５   12,563 12,960  

２ 短期借入金 ※３   5,201 4,138  

３ コマーシャルペーパー   10,000 26,500  

４ １年以内に返済予定の 
長期借入金 

  1,307 407  

５ 未払法人税等   6,620 666  

６ 賞与引当金   1,791 1,822  

７ 設備関係支払手形 ※５   ― 195  

８ その他の流動負債 ※３   9,050 8,634  

流動負債合計   46,533 21.9 55,325 25.8

Ⅱ 固定負債      

１ 長期借入金   407 ―  

２ 繰延税金負債   2,788 2,821  

３ 退職給付引当金   14,366 6,608  

４ 役員退職慰労引当金   512 546  

５ 長期預り敷金・保証金   10,067 10,595  

６ その他の固定負債   37 34  

固定負債合計   28,179 13.2 20,606 9.6

負債合計   74,713 35.1 75,931 35.4

       

(少数株主持分)      

少数株主持分   1,454 0.7 ― ―

       

(資本の部)      

Ⅰ 資本金   26,071 12.3 ― ―

Ⅱ 資本剰余金   22,718 10.7 ― ―

Ⅲ 利益剰余金 ※１   71,402 33.6 ― ―

Ⅳ 土地再評価差額金 ※２   △825 △0.4 ― ―

Ⅴ その他有価証券評価差額金   22,049 10.4 ― ―

Ⅵ 為替換算調整勘定   260 0.1 ― ―

Ⅶ 自己株式   △5,358 △2.5 ― ―

資本合計   136,318 64.2 ― ―

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

  212,486 100.0 ― ―

      



  

  

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)      

Ⅰ 株主資本      

１ 資本金   ― 26,071  

２ 資本剰余金   ― 22,718  

３ 利益剰余金 ※１   ― 77,159  

４ 自己株式   ― △7,436  

株主資本合計   ― ― 118,513 55.3

Ⅱ 評価・換算差額等      

１ その他有価証券 
  評価差額金 

  ― 18,343  

２ 繰延ヘッジ損益   ― 12  

３ 土地再評価差額金 ※２   ― △400  

４ 為替換算調整勘定   ― 635  

評価・換算差額等合計   ― ― 18,589 8.7

Ⅲ 少数株主持分   ― ― 1,330 0.6

純資産合計   ― ― 138,433 64.6

負債純資産合計   ― ― 214,365 100.0

       



② 【連結損益計算書】 

  

    
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高   165,697 100.0 168,787 100.0

Ⅱ 売上原価   119,202 71.9 121,776 72.1

売上総利益   46,495 28.1 47,010 27.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2 37,481 22.7 37,397 22.2

営業利益   9,014 5.4 9,612 5.7

Ⅳ 営業外収益     

１ 受取利息   101 78   

２ 受取配当金   384 506   

３ 賃貸料   372 459   

４ 為替差益   83 26   

５ その他の営業外収益   501 1,443 0.9 475 1,547 0.9

Ⅴ 営業外費用     

１ 支払利息   362 387   

２ 賃貸原価   313 443   

３ たな卸資産評価損   209 ―   

４ たな卸資産廃棄損   293 51   

５ その他の営業外費用   332 1,511 0.9 455 1,337 0.8

経常利益   8,945 5.4 9,822 5.8

Ⅵ 特別利益     

１ 固定資産売却益 ※３ 597 118   

２ 投資有価証券売却益   1,393 785   

３ 貸倒引当金取崩益   136 59   

４ 退職給付費用数理差異償却額 ※５ ― 7,147   

５ 退職給付費用過去勤務債務 
償却額 

  1,602 3,730 2.2 1,602 9,713 5.8

Ⅶ 特別損失     

１ 固定資産売却及び除却損 ※４ 251 579   

２ 投資有価証券評価損等   29 24   

３ 事業構造改善損失   ― 181   

４ 退職給付費用数理差異償却額 ※５ 547 ―   

５ 移転補償損失 ※６ 490 20   

６ たな卸資産処分損 ※７ ― 5,113   

７ その他の特別損失   234 1,552 0.9 17 5,937 3.5

税金等調整前当期純利益   11,123 6.7 13,599 8.1

法人税、住民税及び事業税   7,589 1,871   

法人税等調整額   △2,795 4,794 2.8 3,291 5,162 3.1

少数株主利益   108 0.1 49 0.0

当期純利益   6,220 3.8 8,386 5.0

      



③ 【連結剰余金計算書】 
  

  

    
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   22,669 

Ⅱ 資本剰余金増加高     

１ 自己株式処分差益   0   

２ 連結子会社合併に伴う 
  増加高 

  49 49 

Ⅲ 資本剰余金期末残高   22,718 

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   66,918 

Ⅱ 利益剰余金増加高     

１ 当期純利益   6,220   

２ 連結子会社増加に伴う 
  増加高 

  16 6,237 

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１ 配当金   1,650   

２ 役員賞与   46   

３ 連結子会社合併に伴う 
  減少高 

  49   

４ その他の利益処分 
  に伴う減少高 

  6 1,752 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   71,402 

      



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 26,071 22,718 71,402 △5,358 114,834 

連結会計年度中の変動額           

 剰余金の配当     △2,167   △2,167 

 役員賞与     △36   △36 

 当期純利益     8,386   8,386 

 連結子会社と非連結子会社の 
 合併による増加高     5   5 

 土地再評価差額金取崩額     △424   △424 

 福利基金繰入額     △6   △6 

 自己株式の取得       △2,080 △2,080 

 自己株式の処分   0   2 3 

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)           

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)   0 5,756 △2,077 3,679 

平成19年３月31日残高(百万円) 26,071 22,718 77,159 △7,436 118,513 

  

評価・換算差額等 
少数株主 
持分 純資産合計その他 

有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

土地再評価
差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 22,049 ― △825 260 21,484 1,454 137,773 

連結会計年度中の変動額               

 剰余金の配当             △2,167 

 役員賞与             △36 

 当期純利益             8,386 

 連結子会社と非連結子会社の 
 合併による増加高             5 

 土地再評価差額金取崩額             △424 

 福利基金繰入額             △6 

 自己株式の取得             △2,080 

 自己株式の処分             3 

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額) △3,706 12 424 374 △2,894 △123 △3,018 

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) △3,706 12 424 374 △2,894 △123 660 

平成19年３月31日残高(百万円) 18,343 12 △400 635 18,589 1,330 138,433 



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

１ 税金等調整前当期純利益 
(又は純損失：△) 

11,123 13,599 

２ 減価償却費 6,532 7,488 

３ 貸倒引当金の増加額(減少：△) △134 3 

４ 退職給付引当金等の増加額(減少：△) △267 1,050 

５ 受取利息及び受取配当金 △485 △585 

６ 支払利息 362 387 

７ 固定資産除却・売却損益(売却益：△) △346 461 

８ 投資有価証券売却損益(売却益：△) △1,382 △785 

９ 投資有価証券等評価損 17 20 

10 退職給付費用過去勤務債務償却額(益：△) △1,602 △1,602 

11 退職給付費用数理差異償却額(益：△) 547 △7,147 

12 その他の損益項目 △113 92 

13 売上債権の減少額(増加：△) 244 △1,774 

14 棚卸資産の減少額(増加：△) △225 4,160 

15 その他流動資産の減少額(増加：△) △646 △2,227 

16 仕入債務の増加額(減少：△) △709 203 

17 預り保証金等の増加額(減少：△) △3,253 1,385 

18 その他流動負債の増加額(減少：△) 417 242 

19 役員賞与の支払額 △46 △36 

小計 10,029 14,937 

20 利息及び配当金の受取額 489 586 

21 利息の支払額 △353 △490 

22 法人税等の支払額 △4,328 △7,822 

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,836 7,210 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

１ 固定資産の取得による支出 △8,433 △16,407 

２ 固定資産の売却による収入 799 361 

３ 固定資産の除却に伴う支出 △74 △112 

４ 投資有価証券の取得による支出 △480 △1,963 

５ 投資有価証券の売却による収入 2,147 858 

６ 貸付金の純減少額(又は純増加額△) 41 86 

７ その他 △446 △78 

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,446 △17,255 



  

  

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

１ 短期借入金及びコマーシャル・ペーパーの 
純増加額(減少：△) 

5,029 15,355 

２ 長期借入金の返済による支出 △400 △1,307 

３ 配当金の支払額 △1,651 △2,164 

４ 自己株式の取得による支出 △1,866 △2,080 

５ その他 △126 △74 

財務活動によるキャッシュ・フロー 984 9,728 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 105 31 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額(減少：△) 480 △284 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 4,577 5,114 

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加 56 ― 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 ※ 5,114 4,829 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数  36社 

   主要な連結子会社の名称 

「第１ 企業の概況 ４ 関係会社の状況」に記載

しているため省略しております。 

なお、当連結会計年度中に重要性の増した上海郡

是新包装有限公司を連結の範囲に含めることと

し、当連結会計年度中に当社と合併した滋賀フィ

ルム㈱は連結の範囲から除外しております。 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数  36社 

   主要な連結子会社の名称 

「第１ 企業の概況 ４ 関係会社の状況」に記載

しているため省略しております。 

  

    

 (2) 主要な非連結子会社 

   福島グラビア㈱ 

   連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社22社は、いずれも営業規模が小さ

く、連結財務諸表に与える影響が小さい。かつ、

利益基準及び連結企業集団に占める子会社の位置

等の観点からも重要性が乏しいと判断されるため

連結の範囲から除外しております。 

 (2) 主要な非連結子会社 

     同左 

    

  

    

２ 持分法の適用に関する事項 

   非連結子会社22社及び関連会社5社（全紡グンゼ

㈱ほか）は、それぞれ、連結純損益及び利益剰余

金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体とし

ても重要性が乏しいため、これらの会社に対する

投資は持分法を適用せず原価法により評価してお

ります。 

２ 持分法の適用に関する事項 

     同左 

    

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、在外連結子会社14社の決算日

は12月31日であります。連結財務諸表の作成にあ

たっては同日現在の財務諸表を使用し、連結決算

日との間に生じた重要な取引については連結上必

要な調整を行っております。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

     同左 

    

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  (イ)有価証券 

    その他有価証券 

     時価のあるもの 

      決算期末日の市場価格等に基づく時価法 

      (評価差額は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定) 

     時価のないもの 

      移動平均法による原価法 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  (イ)有価証券 

    その他有価証券 

     時価のあるもの 

      決算期末日の市場価格等に基づく時価法 

      (評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定) 

     時価のないもの 

      同左 

  (ロ)デリバティブ 

     時価法 

  (ロ)デリバティブ 

     同左 



  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (ハ)たな卸資産 

    商品、製品、原材料 

     主として移動平均法に基づく低価法 

    仕掛品、貯蔵品 

     主として移動平均法に基づく原価法 

    機械類の仕掛品、たな卸不動産 

     個別法に基づく原価法 

  (ハ)たな卸資産 

     同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  (イ)有形固定資産 

当社及び国内連結子会社は主として定率法であ

ります。ただし、平成10年４月１日以降取得し

た建物(建物附属設備を除く)については、定額

法によっております。在外連結子会社は定額法

によっております。 

    なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。 

建物及び構築物 ３～60年 

機械装置及び運搬具 ３～15年 

工具・器具・備品 ２～20年 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  (イ)有形固定資産 

     同左 

  (ロ)無形固定資産 

    定額法によっております。 

    自社利用ソフトウェア(自社利用分)について

は、社内における利用可能期間(５年)に基づく

定額法によっております。 

  (ロ)無形固定資産 

     同左 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  (イ)貸倒引当金 

    当社及び国内連結子会社は、売上債権等の貸倒

による損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。在外子会社は取

引先の資産内容等を考慮して計上しておりま

す。 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  (イ)貸倒引当金 

     同左 

  (ロ)賞与引当金 

    当社及び国内連結子会社は、従業員に対する賞

与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期

に帰属する部分を計上しております。 

  (ロ)賞与引当金 

     同左 

    

    



  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (ハ)退職給付引当金 

    当社及び国内連結子会社は、従業員の退職給付

に備えるため、当連結会計年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当連

結会計年度末において発生していると認められ

る額を計上しております。なお、会計基準変更

時差異(26,371百万円)については、適用初年度

において、当社は退職給付信託を設定し一時償

却を行い、連結子会社は一括償却しておりま

す。過去勤務債務は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数(５年～10年)

による定額法により処理しております。数理計

算上の差異は、その発生の翌連結会計年度に１

年間で処理しております。 

  (ハ)退職給付引当金 

     同左 

  (ニ)役員退職慰労引当金 

    当社は役員の退職慰労金の支出に備えるため、

役員退職慰労金規則(内規)に基づく当連結会計

年度末要支給額を計上しております。 

  (ニ)役員退職慰労引当金 

     同左 

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準 

   外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。また、在外子会社(大連坤姿時

装有限公司は会計通貨が日本円のため除く)の資

産・負債及び収益・費用は、決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は少数株主持分

及び資本の部における為替換算調整勘定に含めて

計上しております。 

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準 

   外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、為替差額は損益として処

理しております。また、在外子会社(大連坤姿時

装有限公司は会計通貨が日本円のため除く)の資

産・負債及び収益・費用は、連結決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は為替換算

調整勘定及び少数株主持分に含めて計上しており

ます。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンスリース取引について

は、主として通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

    同左 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

   当社は、外貨建輸出入取引(金銭債権債務、予定

取引)の為替変動リスクを回避する目的で、取引

の範囲内で為替予約取引を行っており、原則とし

て繰延ヘッジ処理によっておりますが、外貨建債

権債務等に係る為替予約について振当処理の要件

を満たしている場合は振当処理を採用しておりま

す。なお、この輸出入取引に係る為替予約取引

は、取引権限及び取引限度額を定めた責任権限規

定に基づき行っております。 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

    同左 

 (7) 消費税等の処理方法 

   消費税及び地方消費税については税抜方式によっ

ております。 

 (7) 消費税等の処理方法 

    同左 



  

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

   全面時価評価法を採用しております。 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

   同左 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

   連結調整勘定は、５年間で均等償却しておりま

す。 

７ のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

   ――― 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

   ――― 

  

７ のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

   ５年間で均等償却しております。 

８ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

   連結剰余金計算書については、連結会計年度に確

定した連結会社の利益処分に基づいて作成してお

ります。 

８ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

   ――― 

９ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

   手許現金、要求払預金及び取得日から３カ月以内

に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可

能であり、かつ価値の変動について僅小なリスク

しか負わない短期的な投資。 

９ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

   同左 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 ――― (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準) 

当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」(企業会計基準第５号 平成17年12月

９日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号 平

成17年12月９日)を適用しております。これまでの資本

の部の合計に相当する金額は、137,090百万円でありま

す。なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純

資産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、

改正後の連結財務諸表規則により作成しております。 

 ――― (役員賞与に関する会計基準) 

当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計基準」

(企業会計基準第４号 平成17年11月29日)を適用してお

ります。この変更による損益への影響は軽微でありま

す。 

(退職給付会計) 

当連結会計年度より「『退職給付に係る会計基準』の一

部改正」(企業会計基準第3号 平成17年３月16日)及び

「『退職給付に係る会計基準』の一部改正に関する適用

指針」(企業会計基準適用指針第7号 平成17年３月16日)

を適用しております。この適用に伴い、税金等調整前当

期純利益が49百万円増加しております。 

――― 

  



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

前連結会計年度
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(平成19年３月31日) 

※１ 利益剰余金には、租税特別措置法に基づいて計上

した特別償却準備金、固定資産圧縮積立金を含ん

でおります。 

※１ 同左 

  

※２ 連結子会社であるグンゼ開発㈱は、同社の所有す

る事業用土地について、土地の再評価に関する法

律(平成10年３月31日公布法律第34号)に基づき、

事業用の土地の再評価を行い、再評価差額金を資

本の部に計上しております。 

※２ 連結子会社であるグンゼ開発㈱は、同社の所有す

る事業用土地について、土地の再評価に関する法

律(平成10年３月31日公布法律第34号)に基づき、

事業用の土地の再評価を行い、再評価差額金を純

資産の部に計上しております。 

  (1) 再評価の方法 

    土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第４号に定める

地価税法(平成３年法律第69号)第16条に規定す

る地価税の課税価額の計算の基礎となる土地の

価額を算定するために国税庁長官が定めて発表

した方法により算定した価額に合理的な調整を

行って算定する方法を採用しております。 

  (1) 再評価の方法 

    土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第４号に定める

地価税法(平成３年法律第69号)第16条に規定す

る地価税の課税価額の計算の基礎となる土地の

価額を算定するために国税庁長官が定めて発表

した方法により算定した価額に合理的な調整を

行って算定する方法を採用しております。 

  (2) 再評価を行った年月日 

       平成12年３月31日 

  (2) 再評価を行った年月日 

       平成12年３月31日 

  (3) 再評価を行った土地の当連結会計年度末におけ

る時価と再評価後の帳簿価額との差額(同法10

条の規定する差額)        △467百万円 

  (3) 再評価を行った土地の当連結会計年度末におけ

る時価と再評価後の帳簿価額との差額(同法10

条の規定する差額)        △444百万円 

  

※３ 担保資産及び担保付債務 

  (1) 担保に供している資産の額 

建物及び構築物 2百万円

投資有価証券 112 

計 115 

※３ 担保資産及び担保付債務 

  (1) 担保に供している資産の額 

建物及び構築物 2百万円

投資有価証券 92 

計 95 

  (2) 担保付債務 

短期借入金 7百万円

預り金 54 

計 62 

  (2) 担保付債務 

短期借入金 7百万円

預り金 45 

計 53 

※４ 非連結子会社及び関連会社に対する投資有価証券

及び出資金は次のとおりであります。 

  

※５ ――― 

  
  
  

投資有価証券(株式) 1,261百万円

その他の投資等(出資金) 1,449 

※４ 非連結子会社及び関連会社に対する投資有価証券

及び出資金は次のとおりであります。 

  

※５ 当連結会計年度末日の満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。 なお、当連結会計年度末日は金融機関の休

日であったため、次の満期手形が当連結会計年度

末日の残高に含まれております。 

    受取手形     990百万円 

    支払手形      14百万円 

投資有価証券(株式) 1,270百万円

その他の投資等(出資金) 1,533 

    



  

  

前連結会計年度
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(平成19年３月31日) 

 ６ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取

引銀行３行と協調融資型特定融資枠契約を締結し

ております。当該契約における借入コミットメン

トの未実行残高は次の通りであります。 

借入コミットメントの総額 10,000百万円

借入実行残高 ― 〃

差引額 10,000百万円

 ６ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取

引銀行３行と協調融資型特定融資枠契約を締結し

ております。当該契約における借入コミットメン

トの未実行残高は次の通りであります。 

借入コミットメントの総額 10,000百万円

借入実行残高 ― 〃 

差引額 10,000百万円
  

 ７ 偶発債務(保証債務) 

   連結会社以外の会社に対して次の保証を行ってお

ります。 

   (住宅ローン債務に対する連帯保証) 

   (銀行借入金<経営指導念書等の差入れを含む>) 

グンゼ㈱従業員 562百万円

郡是（上海）国際貿易有限公司 85 

Guan Zhi Electronics Ltd. 147 

合   計 795 

 ７ 偶発債務(保証債務) 

   連結会社以外の会社に対して次の保証を行ってお

ります。 

   (住宅ローン債務に対する連帯保証) 

   (銀行借入金<経営指導念書等の差入れを含む>) 

グンゼ㈱従業員 410百万円

山東冠世時装加工有限公司 200 

北京北人郡是機械有限公司 36 

Guan Zhi Electronics Ltd. 199 

合   計 847 



(連結損益計算書関係) 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

物流費 9,022百万円

広告宣伝費 4,548 

給与手当 10,059 

賞与引当金繰入額 709 

退職給付引当金繰入額 773 

減価償却費 395 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

物流費 8,730百万円

広告宣伝費 4,557 

給与手当 9,985 

賞与引当金繰入額 707 

退職給付引当金繰入額 725 

減価償却費 459 

    

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

(一般管理費) 1,574百万円

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

(一般管理費) 1,501百万円

    

※３ 固定資産売却益の内訳 

建物及び構築物 17百万円

機械装置及び運搬具 3 

工具・器具・備品 0 

土地 533 

無形固定資産 43 

計 597 

※３ 固定資産売却益の内訳 

建物及び構築物 0百万円

機械装置及び運搬具 7 

工具・器具・備品 0 

土地 111 

無形固定資産 0 

計 118 

    

※４ 固定資産売却及び除却損の内訳 

建物及び構築物 96百万円

機械装置及び運搬具 144 

工具・器具・備品 10 

計 251 

※４ 固定資産売却及び除却損の内訳 

建物及び構築物 488百万円

機械装置及び運搬具 69 

工具・器具・備品 19 

無形固定資産 1 

計 579 

    

※５ 当社及び連結子会社は、年金資産(退職給付信託

資産含む)の運用収益の悪化を主因とする数理計

算上の差異について、当連結会計年度における償

却額が多額であるため特別損失に計上しておりま

す。 

※５ 当社及び連結子会社は、年金資産(退職給付信託

資産含む)の運用収益の回復を主因とする数理計

算上の差異について、当連結会計年度における償

却額が多額であるため特別利益に計上しておりま

す。 

    

※６ ショッピングセンター「つかしん」のリニューア

ルに伴うテナント移転補償損失を特別損失に計上

しております。 

※６ 同左 

  

  

    

※７ ――― 

  

  

※７ 「棚卸資産の評価に関する会計基準」の公表を踏

まえ、当社グループの一層の体質改善を図るため

実施した たな卸資産処分損を特別損失に計上し

ております。 

    



(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 取締役会決議に基づく買取による増加    3,000,000株 

単元未満株式の買取による増加        115,508株 

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買増請求による減少      4,749株 

  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 227,935,165 ― ― 227,935,165 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 11,164,778 3,115,508 4,749 14,275,537 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 2,167 10 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の
原資 

１株当たり
配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 2,136 利益剰余金 10 平成19年３月31日 平成19年６月28日

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 5,114百万円

現金及び現金同等物 5,114 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 4,829百万円

現金及び現金同等物 4,829 



(リース取引関係) 

  

  

次へ 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置 
及び運搬具 

566 282 284

工具器具備品 2,823 2,073 749

ソフトウェア 317 211 105

合計 3,707 2,567 1,139

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

建物及び
構築物 

4 0 4 

機械装置
及び運搬具 

552 305 246 

工具器具備品 2,652 1,889 762 

ソフトウェア 341 147 193 

合計 3,551 2,343 1,207 

 なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。 

 なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 502百万円

１年超 637 

合計 1,139 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 356百万円

１年超 851 

合計 1,207 

 なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

 なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 696百万円

減価償却費相当額 696 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 581百万円

減価償却費相当額 581 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

２．オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

１年以内 53百万円

１年超 17 

合計 71 

２．オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

１年以内 17百万円

１年超 ― 

合計 17 



(有価証券関係) 
  

Ⅰ 前連結会計年度 

１ 売買目的有価証券(平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 
  

２ 満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 
  

３ その他有価証券で時価のあるもの(平成18年３月31日) 
  

  
４ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

  
５ 時価評価されていない有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成18年３月31日) 

  

  
６ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額(平成18年３月31日) 

  
(注) 当連結会計年度において、その他有価証券について6百万円(時価のある株式6百万円、時価評価されていない株式0百万円)減

損処理を行っております。なお、時価のある有価証券については、期末日における市場価格が、時価評価されていない有価

証券については、期末日における１株当たり純資産額が、それぞれ取得価額の50％以上下落した場合は原則としてすべて減

損処理を行い、30～50%程度下落した銘柄については個別に回復可能性を判定し、減損処理を行っております。 
  

種類 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの 

 

 株式 9,966 46,426 36,460

 債券 ― ― ―

 その他 ― ― ―

小計 9,966 46,426 36,460

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの 

 

 株式 32 29 △3

 債券 ― ― ―

 その他 ― ― ―

小計 32 29 △3

合計 9,998 46,455 36,457

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円) 

2,026 1,393 ―

種類 連結貸借対照表計上額(百万円)

(1) 満期保有目的の債券 ―

(2) 非連結子会社・関連会社株式 1,261

(3) その他有価証券 
   非上場株式 

1,102

合計 2,364

種類 
1年以内 
(百万円) 

1年超5年以内
(百万円) 

5年超10年以内
(百万円) 

(1)債券 ― ― ―

(2)その他 ― ― ―

合計 ― ― ―



Ⅱ 当連結会計年度 

１ 売買目的有価証券(平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

２ 満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

３ その他有価証券で時価のあるもの(平成19年３月31日) 
  

  

４ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
  

  

５ 時価評価されていない有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成19年３月31日) 
  

  
６ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額(平成19年３月31日) 

  

(注) 当連結会計年度において、その他有価証券について20百万円(時価のある株式19百万円、時価評価されていない株式1百万円)

減損処理を行っております。なお、時価のある有価証券については、期末日における市場価格が、時価評価されていない有

価証券については、期末日における１株当たり純資産額が、それぞれ取得価額の50％以上下落した場合は原則としてすべて

減損処理を行い、30～50%程度下落した銘柄については個別に回復可能性を判定し、減損処理を行っております。 
  

種類 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの 

 

 株式 11,145 41,519 30,374

 債券 ― ― ―

 その他 ― ― ―

小計 11,145 41,519 30,374

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの 

 

 株式 512 463 △49

 債券 ― ― ―

 その他 ― ― ―

小計 512 463 △49

合計 11,658 41,983 30,325

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円) 

859 785 0

種類 連結貸借対照表計上額(百万円)

(1) 満期保有目的の債券 ―

(2) 非連結子会社・関連会社株式 1,270

(3) その他有価証券 
   非上場株式 

1,101

合計 2,372

種類 
1年以内 
(百万円) 

1年超5年以内
(百万円) 

5年超10年以内
(百万円) 

(1)債券 ― ― ―

(2)その他 ― ― ―

合計 ― ― ―



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

なお、当社は外貨建輸出入取引につき為替予約取引を行っておりますが、ヘッジ会計(繰延ヘッジ処理及び振当処

理)を適用しているため、注記の対象から除いております。 

  

当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

なお、当社は外貨建輸出入取引につき為替予約取引を行っておりますが、ヘッジ会計(繰延ヘッジ処理及び振当処

理)を適用しているため、注記の対象から除いております。 

  

次へ 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(1) 取引の内容及び利用目的 

  当社は、通常の営業過程における外貨建輸出入取引

（金銭債権債務、予定取引）の為替変動リスクを軽

減するため、為替予約取引を行っております。 

(1) 取引の内容 

  同左 

(2) 取引に対する取組方針 

  債権債務残高及び実需の範囲内でのみ為替予約取引

を利用することとしており、投機的な取引は行わな

い方針であります。 

(2) 取引に対する取組方針 

  同左 

(3) 取引に係るリスクの内容 

  為替予約取引は、為替相場の変動によるリスクを有

しております。なお、デリバティブ取引の契約先は

信用度の高い金融機関に限定しており、相手先の契

約不履行による信用リスクは、ほとんどないと判断

しております。 

(3) 取引に係るリスクの内容 

  同左 

(4) 取引に係るリスク管理体制 

  デリバティブ取引の実行及び管理は、取引内容や担

当組織及び内部牽制制度等を規定した社内規則に基

づいて実施しております。 

(4) 取引に係るリスク管理体制 

  同左 



(退職給付関係) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び国内連結子会社は、確定給付企業年金、適格退職年金、退職一時金、厚生年金基金の確定給付型制度と

確定拠出年金制度を設けております。また、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退

職給付債務の対象とされない割増退職金を支払う場合があります。また、当社においては退職給付信託を設定して

おります。なお、一部の海外連結子会社でも確定給付型の制度を設けております。 

当社の退職給付制度配分は確定給付企業年金制度36.5%、退職一時金制度36.5%、確定拠出年金制度27%でありま

す。 
  

２ 退職給付債務に関する事項 

  

  

    前連結会計年度   当連結会計年度   

イ 退職給付債務   △44,447百万円   △42,974百万円   

ロ 年金資産   41,849   40,153   

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ)   △2,598   △2,820   

ニ 会計基準変更時差異の未処理額   ―   ―   

ホ 未認識数理計算上の差異   △7,147   △768   

ヘ 未認識過去勤務債務   △4,620   △3,018   

ト 未認識年金資産   ―   ―   

チ 連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ＋ホ＋ヘ＋

ト) 
  △14,366   △6,608   

リ 前払年金費用   ―   ―   

ヌ 退職給付引当金(チ－リ)   △14,366百万円   △6,608百万円   

前連結会計年度   当連結会計年度 

(注)１ 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定に

あたり、簡便法を採用しております。 

２ 一部の連結子会社の採用している総合設立型

厚生年金基金については、それぞれ自社の拠

出に対応する年金資産の額を合理的に計算す

ることができないため、上記には含めており

ません。なお、掛金拠出割合により計算した

年金資産の額は857百万円であります。 

  (注)１ 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定に

あたり、簡便法を採用しております。 

２ 一部の連結子会社の採用している総合設立型

厚生年金基金については、それぞれ自社の拠

出に対応する年金資産の額を合理的に計算す

ることができないため、上記には含めており

ません。なお、掛金拠出割合により計算した

年金資産の額は835百万円であります。 



  
３ 退職給付費用に関する事項 

  

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

(ストック・オプション等関係) 

該当事項はありません。 

    前連結会計年度   当連結会計年度   

イ 勤務費用   1,347百万円   1,291百万円   

ロ 利息費用   867   854   

ハ 期待運用収益   △440   △657   

ニ 会計基準変更時差異の費用処理額   ―   ―   

ホ 数理計算上の差異の費用処理額   547   △7,147   

ヘ 過去勤務債務の費用処理額   △1,602   △1,602   

ト 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ)   719百万円   △7,260百万円   

チ その他    343   326   

計（ト＋チ）   1,063百万円   △6,934百万円   

前連結会計年度   当連結会計年度 

(注) １ 簡便法を採用している連結子会社の退職

給付費用は、「イ 勤務費用」に計上し

ております。 

２ 総合設立型基金の掛金拠出額(従業員拠

出額を除く) 28百万円は含めておりませ

ん。 

３ 「チ その他」は確定拠出年金制度への

掛金等支払額であります。 

  (注) １ 簡便法を採用している連結子会社の退職

給付費用は、「イ 勤務費用」に計上し

ております。 

２ 総合設立型基金の掛金拠出額(従業員拠

出額を除く) 31百万円は含めておりませ

ん。 

３ 「チ その他」は確定拠出年金制度への

掛金等支払額であります。 

４ 上記のほか、割増退職金168百万円を支

払っております。 

  

    前連結会計年度   当連結会計年度   

イ 退職給付見込額の期間配分方法   期間定額基準   期間定額基準   

ロ 割引率   2.0％   2.0％   

ハ 期待運用収益率   0.5～2.1％   0.5～2.1％   

ニ 過去勤務債務の額の処理年数   ５年～10年   ５年～10年   

ホ 数理計算上の差異の処理年数   1年   1年   

ヘ 会計基準変更時差異の処理年数   退職給付会計適用初年度において、全額を償却しております。 



(税効果会計関係) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

(注) 前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。 

  

    
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 
  

(繰延税金資産)           

 たな卸資産未実現利益   186百万円   219百万円   

 税務上の繰延資産償却限度超過額   10   8   

 賞与引当金限度超過額   689   697   

 退職給付引当金限度超過額   12,575   7,950   

 未払事業税・未払事業所税   512   ―   

 固定資産評価損   1,120   264   

  たな卸資産処分損   ―   1,886   

 繰越欠損金   2,036   2,717   

 その他   288   394   

  繰延税金資産小計   17,416   14,136   

 評価性引当額   △1,261   △1,213   

  繰延税金資産合計   16,155   12,922   

            

(繰延税金負債)           

 その他有価証券評価差額金   △14,420   △11,996   

 固定資産圧縮積立金   △445   △437   

 特別償却準備金   △33   △28   

 その他   △11   △85   

  繰延税金負債合計   △14,909   △12,546   

            

  繰延税金資産負債の純額   1,246百万円   375百万円   

    
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 
  

流動資産－繰延税金資産   1,520百万円   862百万円   

固定資産－繰延税金資産   2,514   2,335   

固定負債－繰延税金負債   △2,788   △2,821   



２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

(注)当連結会計年度の法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異は、法定実効税率の100分の５以下で

あるため、当該差異の原因となった主要な項目別内訳の記載を省略しております。 

  

前へ     

    
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
    

 法定実効税率   39.5％       

(調整)           

 交際費等永久に損金に算入されない項目   0.5       

 受取配当金等永久に益金に算入されない項目   △0.6       

 住民税均等割等   0.7       

 評価性引当額の増加額   2.5       

 その他   0.5       

  税効果会計適用後の法人税等の負担率   43.1％       



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 
  

  

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
  

  

  

  
アパレル事業 
(百万円) 

機能ソリュー
ション事業 
(百万円) 

ライフクリエ
イト事業 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び 
  営業損益 

     

  売上高      

(1) 外部顧客に 
  対する売上高 

102,033 53,264 10,400 165,697 ― 165,697

(2) セグメント間の 
  内部売上高又は 
  振替高 

93 133 1,389 1,616 (1,616) ―

計 102,126 53,397 11,790 167,314 (1,616) 165,697

営業費用 96,205 47,820 11,236 155,263 1,420 156,683

営業利益 5,920 5,576 553 12,050 (3,036) 9,014

Ⅱ 資産、減価償却費、 
及び資本的支出 

     

資産 78,020 56,100 24,061 158,182 54,303 212,486

減価償却費 1,855 3,406 910 6,172 359 6,532

資本的支出 1,603 4,937 540 7,081 442 7,524

  
アパレル事業 
(百万円) 

機能ソリュー
ション事業 
(百万円) 

ライフクリエ
イト事業 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び 
  営業損益 

     

  売上高      

(1) 外部顧客に 
  対する売上高 

97,565 58,082 13,139 168,787 ― 168,787

(2) セグメント間の 
  内部売上高又は 
  振替高 

142 112 1,080 1,335 (1,335) ―

計 97,707 58,195 14,219 170,122 (1,335) 168,787

営業費用 92,866 51,756 12,635 157,259 1,914 159,174

営業利益 4,840 6,438 1,584 12,863 (3,250) 9,612

Ⅱ 資産、減価償却費、 
及び資本的支出 

     

資産 72,352 57,604 32,749 162,706 51,659 214,365

減価償却費 1,801 3,898 1,269 6,970 518 7,488

資本的支出 1,724 4,550 10,690 16,966 466 17,433



(注) １ 事業区分は、製品の種類・性質及び製造方法・販売方法の類似性に基づき分類しております。 

２ 各事業区分の主な製品は下記の通りであります。 

アパレル事業：インナーウェア・靴下・アウターウェア・テキスタイル・繊維資材 

機能ソリューション事業：プラスチックフィルム・エンジニアリングプラスチックス・電子部品・機械類・医療材料等 

ライフクリエイト事業：不動産の賃貸及び売買・緑化樹木・スポーツ施設の運営管理等 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は、提出会社の本社費中、経営戦略部・業務監査室等各セ

グメントの受ける便益の程度が直接把握できない費用部分及び企業イメージ広告に要した費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、提出会社での余資運用資金(現預金及び有価証券)、長

期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度、当連結会計年度とも、本国以外の国または地域に所在するセグメントの売上高及び資産は、全セ

グメントの売上高の合計及び資産の金額の10％未満であるため、その記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度、当連結会計年度とも、海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、その記載を省略してお

ります。 

  

【関連当事者との取引】 

Ⅰ 前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

Ⅱ 当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度 3,036百万円

当連結会計年度 3,250百万円

前連結会計年度 54,470百万円

当連結会計年度 51,690百万円



(１株当たり情報) 

  

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。 

２ 算定上の基礎 

(1) １株当たり純資産額 

  

(2)１株当たり当期純利益 

  

 (重要な後発事象) 

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年3月31日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年3月31日) 

該当事項はありません。 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 628円69銭 １株当たり純資産額 641円69銭

１株当たり当期純利益 28円33銭 １株当たり当期純利益 39円10銭

  
前連結会計年度末
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

純資産の部の合計額 ―百万円 138,433百万円 

純資産の部の合計額から控除する金額 ―百万円 1,330百万円 

（うち少数株主持分) ―百万円 1,330百万円 

普通株式に係る期末の純資産額 ―百万円 137,103百万円 

１株当たり純資産額の算定に用いられた
期末の普通株式数 

―株 213,659,628株 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

損益計算書上の当期純利益 6,220百万円 8,386百万円 

普通株主に帰属しない金額 38百万円 ―百万円 

（うち利益処分による役員賞与) 35百万円 ―百万円 

（その他) 3百万円 ―百万円 

普通株式に係る当期純利益 6,182百万円 8,386百万円 

普通株式の期中平均株式数 218,205,855株 214,521,045株 



⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

(注)「平均利率」については、借入金等の当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分 
前期末残高
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 5,201 4,138 4.98 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 1,307 407 0.58 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定のも
のを除く。) 

407 ― ― ― 

その他の有利子負債 
 コマーシャルペーパー(１年内返済) 

10,000 26,500 0.63 ― 

合計 16,915 31,046 ― ― 



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  
第110期

(平成18年３月31日) 
第111期 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産      

１ 現金及び預金   3,144 2,540  

２ 受取手形 ※6,9   7,151 8,401  

３ 売掛金 ※6   26,204 24,677  

４ 商品   6,586 6,210  

５ 製品   18,796 14,706  

６ 原材料   1,473 1,679  

７ 仕掛品   4,623 4,713  

８ 貯蔵品   725 685  

９ 前渡金   174 336  

10 前払費用   371 312  

11 繰延税金資産   1,011 401  

12 未収収益   99 91  

13 関係会社短期貸付金   13,303 15,696  

14 未収入金   691 2,537  

15 その他   301 402  

貸倒引当金   △35 △17  

流動資産合計   84,623 45.8 83,375 44.4

Ⅱ 固定資産      

１ 有形固定資産      

(1) 建物 35,470 36,507    

減価償却累計額 23,933 11,536 25,108 11,399  

(2) 構築物 3,721 3,748    

減価償却累計額 2,993 728 3,061 686  

(3) 機械及び装置 50,718 52,459    

減価償却累計額 41,415 9,303 42,458 10,000  

(4) 車両・運搬具 312 332    

減価償却累計額 264 47 282 49  

(5) 工具・器具・備品 4,036 3,981    

減価償却累計額 3,270 766 3,191 789  

(6) 土地   8,372 8,369  

(7) 建設仮勘定   1,900 557  

有形固定資産合計   32,655 17.7 31,854 17.0

２ 無形固定資産      

(1) 営業権   9 －  

(2) のれん   － 4  

(3) 借地権   62 62  

(4) ソフトウェア   589 707  

(5) 施設利用権等   59 54  

無形固定資産合計   721 0.4 829 0.4



  

  
第110期

(平成18年３月31日) 
第111期 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

３ 投資その他の資産        

(1) 投資有価証券 ※4   47,449 43,040  

(2) 関係会社株式   18,847 19,654  

(3) 投資損失引当金   △8,295 △8,285  

(4) 出資金   243 243  

(5) 関係会社出資金   3,070 3,146  

(6) 長期貸付金   334 262  

(7) 関係会社長期貸付金   3,297 12,004  

(8) 破産債権・更生債権等   107 57  

(9) 長期前払費用   712 665  

(10) 繰延税金資産   391 141  

(11) 賃借不動産敷金   558 501  

(12) その他   232 217  

貸倒引当金   △212 △137  

投資その他の資産合計   66,738 36.1 71,513 38.2

固定資産合計   100,114 54.2 104,196 55.6

資産合計   184,738 100.0 187,572 100.0

       



  

  
第110期

(平成18年３月31日) 
第111期 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)      

Ⅰ 流動負債      

１ 支払手形   725 953  

２ 買掛金 ※6   5,963 5,766  

３ 関係会社短期借入金   1,553 1,814  

４ コマーシャルペーパー   10,000 26,500  

５ 未払金   3,109 2,161  

６ 未払費用   2,816 2,865  

７ 未払法人税等   6,077 341  

８ 未払消費税等   206 386  

９ 前受金   22 92  

10 預り金 ※4   1,060 1,389  

11 賞与引当金   1,177 1,188  

12 役員賞与引当金   － 40  

13 固定資産購入等支払手形   251 164  

14 その他   29 0  

流動負債合計   32,994 17.9 43,666 23.3

Ⅱ 固定負債      

１ 退職給付引当金   11,748 4,202  

２ 役員退職慰労引当金   512 546  

３ 預り保証金   714 676  

固定負債合計   12,975 7.0 5,424 2.9

負債合計   45,970 24.9 49,091 26.2



  

  
第110期

(平成18年３月31日) 
第111期 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資本の部)      

Ⅰ 資本金 ※1   26,071 14.1 － －

Ⅱ 資本剰余金      

１ 資本準備金   6,566 －  

２ その他資本剰余金      

 (1) 資本準備金減少差益 16,061 －    

 (2) 自己株式処分差益 89 16,151 － －  

資本剰余金合計   22,718 12.3 － －

Ⅲ 利益剰余金      

 １ 利益準備金   12 －  

２ 任意積立金      

 (1) 特別償却準備金 ※3 60 －    

 (2) 固定資産圧縮積立金 ※3 691 －    

 (3) 別途積立金 64,240 64,992 － －  

３ 当期未処分利益   8,498 －  

利益剰余金合計   73,503 39.8 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ※8   21,833 11.8 － －

Ⅴ 自己株式 ※2   △5,358 △2.9 － －

資本合計   138,768 75.1 － －

負債資本合計   184,738 100.0 － －

       



  

  

  
第110期

(平成18年３月31日) 
第111期 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)      

Ⅰ 株主資本      

１ 資本金   ― ― 26,071 64.1

２ 資本剰余金      

 (1) 資本準備金 ― 6,566    

 (2) その他資本剰余金 ― 16,152    

資本剰余金合計   ― ― 22,719 12.1

３ 利益剰余金      

(1) 利益準備金 ― 12    

(2) その他利益剰余金      

特別償却準備金 ※3 ― 41    

固定資産圧縮積立金 ※3 ― 668    

別途積立金 ― 68,240    

繰越利益剰余金 ― 10,004    

利益剰余金合計   ― ― 78,967 42.1

４ 自己株式   ― ― △7,436 △4.0

株主資本合計   ― ― 120,322 64.1

Ⅱ 評価・換算差額等      

１ その他有価証券 
  評価差額金 

  ― ― 18,146 9.7

２ 繰延ヘッジ損益   ― ― 12 0.0

評価・換算差額等合計   ― ― 18,158 9.7

純資産合計   ― ― 138,481 73.8

負債純資産合計   ― ― 187,572 100.0

             



② 【損益計算書】 

  

  
第110期

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第111期 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     

１ 製品売上高 97,773 99,204   

２ 商品売上高 35,142 30,821   

３ 原材料等売上高 5,916 138,832 100.0 5,740 135,767 100.0

Ⅱ 売上原価     

１ 製品期首たな卸高 18,047 18,796   

２ 商品期首たな卸高 6,439 6,586   

３ 当期製品製造原価 74,634 74,367   

４ 当期商品仕入高 22,865 20,652   

   合計 121,987 120,401   

５ 他勘定振替高 ※1 1,223 5,364   

６ 製品期末たな卸高 18,796 14,706   

７ 商品期末たな卸高 6,586 6,210   

８ 製品・商品売上原価 95,381 94,120   

９ 原材料等売上原価 5,604 100,986 72.7 5,381 99,502 73.3

売上総利益   37,845 27.3 36,264 26.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※2 
※3 

  32,218 23.2 31,101 22.9

営業利益   5,627 4.1 5,163 3.8

Ⅳ 営業外収益     

１ 受取利息 325 435   

２ 有価証券利息 16 ―   

３ 受取配当金 951 1,248   

４ 賃貸料 1,108 1,194   

５ 経営指導料 449 484   

６ その他の営業外収益 395 3,246 2.3 378 3,741 2.8

Ⅴ 営業外費用     

１ 支払利息 71 62   

２ 賃貸原価 683 781   

３ たな卸資産評価損 208 ―   

４ たな卸資産廃棄損 259 41   

５ その他の営業外費用 225 1,447 1.0 351 1,236 0.9

経常利益   7,426 5.3 7,668 5.7



  

  

  
第110期

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第111期 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益     

１ 固定資産売却益 ※4 453 79   

２ 投資有価証券売却益 1,386 757   

３ 貸倒引当金取崩益 170 59   

４ 退職給付費用 
数理差異償却額 

※7 ― 7,151   

５ 退職給付費用 
過去勤務債務償却額 

1,602 3,611 2.6 1,602 9,651 7.1

Ⅶ 特別損失     

１ 固定資産売却損 ※5 2 1   

２ 固定資産除却損 ※6 191 120   

３ 事業構造改善損失 ― 120   

３ 投資有価証券評価損等 29 21   

４ 退職給付費用 
数理差異償却額 

※7 616 ―   

５ 関係会社 
投融資評価損失等 

※8 372 ―   

６ たな卸資産処分損 ※9 ― 5,044   

７ その他 206 1,417 1.0 ― 5,308 3.9

税引前当期純利益   9,620 6.9 12,011 8.9

法人税、住民税 
及び事業税 

6,600 1,080   

法人税等調整額 △2,812 3,787 2.7 3,264 4,344 3.2

当期純利益   5,833 4.2 7,667 5.7

前期繰越利益   1,861 ― 

合併に伴う 
未処分利益増加額 

  804 ― 

当期未処分利益   8,498 ― 

      



製造原価明細書 

  

(注) 

  

  

  
第110期

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第111期 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

Ⅰ 材料費   50,133 67.7 50,543 67.7

Ⅱ 労務費   9,662 13.0 9,410 12.6

Ⅲ 経費     

減価償却費 2,686 3,170   

外注加工費 9,266 8,686   

その他 2,358 14,312 19.3 2,846 14,703 19.7

当期総製造費用   74,108 100.0 74,657 100.0

仕掛品期首たな卸高   5,255 4,623 

合計   79,364 79,281 

仕掛品期末たな卸高   4,623 4,713 

他勘定振替高 ※２   105 200 

当期製品製造原価   74,634 74,367 

第110期 第111期

 １ 原価計算の方法 

  (イ)機械……個別原価計算 

  (ロ)その他…工程別総合原価計算 

 １ 原価計算の方法 

   同左 

    

※２ 他勘定振替高の内容： 

廃棄損(営業外費用へ振替) 91百万円

見本費ほか 
(販売費及び一般管理費へ振替) 

  
14 

※２ 他勘定振替高の内容： 

処分損(特別損失へ振替) 143百万円

機械装置(固定資産へ振替) 27 

廃棄損(営業外費用へ振替) 21 

見本費ほか
(販売費及び一般管理費へ振替) 

  
8 



③ 【利益処分計算書】 

  

(注) １ 特別償却準備金および固定資産圧縮積立金は、租税特別措置法の規定に基づくものであります。 

２ 日付は、株主総会承認年月日であります。 

  

    
第110期

(平成18年６月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)

（当期未処分利益の処分）     

Ⅰ 当期未処分利益   8,498 

Ⅱ 任意積立金取崩額       

１ 特別償却準備金取崩額   10   

２ 固定資産圧縮積立金
  取崩額 

  10 21 

合計   8,520 

Ⅲ 利益処分額     

１ 配当金   2,167   

２ 役員賞与金   35   

(うち監査役賞与金)   (―)   

３ 任意積立金     

別途積立金   4,000 6,202 

Ⅳ 次期繰越利益   2,317 

      

（その他資本剰余金の処分）     

Ⅰ その他資本剰余金     

１ 資本準備金減少差益   16,061   

２ 自己株式処分差益   89 16,151 

Ⅱ その他資本剰余金処分額   ― ― 

Ⅲ その他資本剰余金次期繰越額     

１ 資本準備金減少差益   16,061   

２ 自己株式処分差益   89 16,151 

      



④ 【株主資本等変動計算書】 

第111期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

  

  

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己 
株式 

株主資
本合計資本 

準備金 

その他 
資本 
剰余金 

資本
剰余金
合計 

利益
準備金

その他利益剰余金
利益 

剰余金 
合計 

特別
償却 

準備金

固定資
産圧縮
積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日残高(百万円) 26,071 6,566 16,151 22,718 12 60 691 64,240 8,498 73,503 △5,358 116,935

事業年度中の変動額           

 剰余金の配当       △2,167 △2,167   △2,167

 役員賞与       △35 △35   △35

 特別償却積立金の取崩       △18 18     

 固定資産圧縮積立金の取崩       △23 23     

 別途積立金の積立       4,000 △4,000     

 当期純利益       7,667 7,667   7,667

 自己株式の取得         △2,080 △2,080

 自己株式の処分     0 0   2 3

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)           

事業年度中の変動額合計 
(百万円)     0 0 △18 △23 4,000 1,506 5,464 △2,077 △3,387

平成19年３月31日残高(百万円) 26,071 6,566 16,152 22,719 12 41 668 68,240 10,004 78,967 △7,436 120,322

  
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 繰延ヘッジ損益

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 21,833 ― 21,833 138,768 

事業年度中の変動額         

 剰余金の配当       △2,167 

 役員賞与       △35 

 特別償却積立金の取崩         

 固定資産圧縮積立金の取崩         

 別途積立金の積立         

 当期純利益       7,667 

 自己株式の取得       △2,080 

 自己株式の処分       3 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) △3,686 12 △3,674 △3,674 

事業年度中の変動額合計 
(百万円) △3,686 12 △3,674 △287 

平成19年３月31日残高(百万円) 18,146 12 18,158 138,481 



重要な会計方針 

  

第110期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第111期
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) 子会社株式及び関連会社株式 

    移動平均法による原価法 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) 子会社株式及び関連会社株式 

    同左 

 (2) その他有価証券 

  ① 時価のあるもの 

     期末日の市場価格等に基づく時価法 

     (評価差額は全部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定) 

 (2) その他有価証券 

  ① 時価のあるもの 

     期末日の市場価格等に基づく時価法 

     (評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定) 

  ② 時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

  ② 時価のないもの 

     同左 

２ デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

 (1) デリバティブ 

    時価法 

２ デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

 (1) デリバティブ 

    同左 

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 商品、製品、原材料 

    移動平均法に基づく低価法 

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 商品、製品、原材料 

    同左 

 (2) 仕掛品、貯蔵品 

    移動平均法(機械類の仕掛品については個別法)

に基づく原価法 

 (2) 仕掛品、貯蔵品 

    同左 

４ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

    定率法 

    ただし、平成10年４月１日以降取得した建物

(建物附属設備を除く)については定額法によっ

ております。 

    なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。 

建物及び構築物 ３～60年 

機械装置及び運搬具 ３～15年 

工具・器具・備品 ２～20年 

４ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

    同左 

 (2) 無形固定資産 

    定額法 

    ソフトウェア(自社利用分)については、社内に

おける利用可能期間(５年)に基づく定額法 

 (2) 無形固定資産 

    同左 

５ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

    売上債権等の貸倒による損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

５ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

    同左 

 (2) 投資損失引当金 

    関係会社株式の価値の減少に備えるため、関係

会社の財政状態の実状を勘案した必要額を計上

しております。 

 (2) 投資損失引当金 

    同左 

 (3) 賞与引当金 

    従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給

見込額のうち当期に帰属する部分を計上してお

ります。 

 (3) 賞与引当金 

    同左 

 (4) 役員賞与引当金 

   ――― 

 (4) 役員賞与引当金 

    役員に対する賞与の支給に備えるため、支給見

込額に基づき計上しております。 



  

  

第110期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第111期
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 (5) 退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度末において発生していると認め

られる額を計上しております。なお、会計基準

変更時差異については、適用初年度において、

退職給付信託を設定し一時償却を行っておりま

す。過去勤務債務は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数(５年)による

定額法により処理しております。数理計算上の

差異は、その発生時の翌事業年度に１年間で処

理しております。 

 (5) 退職給付引当金 

   同左 

 (6) 役員退職慰労引当金 

    役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退

職慰労金規則(内規)に基づく期末要支給額を計

上しております。 

６ 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

   外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場に 

より円貨に換算し、換算差額は損益として処理し 

ております。 

 (6) 役員退職慰労引当金 

   同左 

  

  

６ 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

   同左 

７ リース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

７ リース取引の処理方法 

   同左 

８ ヘッジ会計の方法 

   当社は、外貨建輸出入取引(金銭債権・債務、予

定取引)の為替変動リスクを回避する目的で、取

引の範囲内で為替予約取引を行っており、原則と

して繰延ヘッジ処理によっておりますが、外貨建

債権・債務等に係る為替予約について振当処理の

要件を満たしている場合は振当処理を採用してお

ります。なお、この輸出入取引に係る為替予約取

引は、取引権限及び取引限度額を定めた責任権限

規定に基づき行っております。 

８ ヘッジ会計の方法 

   同左 

９ 消費税等の処理方法 

   消費税及び地方消費税については税抜方式によっ

ております。 

９ 消費税等の処理方法 

   同左 



会計方針の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

第110期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第111期
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

――― (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準) 

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」(企業会計基準第５号 平成17年12月９

日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号 平成

17年12月９日)を適用しております。これまでの資本の

部の合計に相当する金額は、138,468百万円でありま

す。なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部

については、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財

務諸表等規則により作成しております。 

――― (役員賞与に関する会計基準) 

当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」(企業

会計基準第４号 平成17年11月29日)を適用しておりま

す。この変更による損益の影響額は軽微であります。 

(退職給付会計) 

当事業年度より「『退職給付に係る会計基準』の一部改

正」(企業会計基準第3号 平成17年３月16日)及び「『退

職給付に係る会計基準』の一部改正に関する適用指針」

(企業会計基準適用指針第7号 平成17年３月16日)を適用

しております。この適用に伴い、税引前当期純利益が49

百万円増加しております。 

――― 

  

第110期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第111期
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

――― 

  

（貸借対照表） 

前事業年度において、営業権として掲記されていたもの

は、当事業年度から のれん と表示しております。 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

第110期 
(平成18年３月31日) 

第111期
(平成19年３月31日) 

※１ 授権株数     普通株式 398,684千株

   発行済株式総数  普通株式 227,935千株

※１ ―――  

   

※２ 自己株式の保有数 

   普通株式 11,164,778株

※２ ――― 

   

※３ 特別償却準備金及び固定資産圧縮積立金は、租税

特別措置法の規定に基づいて計上しております。 

※３ 特別償却準備金及び固定資産圧縮積立金は、租税

特別措置法の規定に基づいて計上しております。 

※４ 担保資産及び担保付債務 

  （１）担保資産 

     投資有価証券 112百万円 

  （２）担保付債務 

     預り金     54百万円 

※４ 担保資産及び担保付債務 

  （１）担保資産 

     投資有価証券    92百万円 

  （２）担保付債務 

     預り金       45百万円 

 ５ 偶発債務(保証債務) 

   (不動産賃貸預り保証金) 

   (金融機関からの借入金等<経営指導念書等の差入

れを含む>) 

   (住宅ローン債務に対する連帯保証) 

グンゼ開発㈱ 3,990百万円

グンゼ開発㈱ 800 

P.T.Gunze Indonesia 343 

P.T.Gunze Socks Indonesia 150 

Gunze Plastics & Engineering  
Corporation of America 

2,457 

Gunze Electronics U.S.A. Corp. 598 

済南冠世時装有限公司 70 

上海郡是新包装有限公司 230 

GGI Technology Ltd. 100 

グンゼスポーツ㈱ 900 

Gunze (Vietnam) Co.,Ltd. 14 

上海郡是通虹繊維有限公司 103 

上海郡是新塑材有限公司 457 

郡是（上海）国際貿易有限公司 85 

Guan Zhi Electronics Ltd. 147 
Gunze Plastics & Engineering  
Corporation of Europe N.V. 

101 

グンゼ従業員 562 

合計 11,112 

 ５ 偶発債務(保証債務) 

   (不動産賃貸預り保証金) 

   (金融機関からの借入金等<経営指導念書等の差入

れを含む>) 

   (住宅ローン債務に対する連帯保証) 

グンゼ開発㈱ 3,491百万円

グンゼ開発㈱ 400 

P.T.Gunze Indonesia 332 

P.T.Gunze Socks Indonesia 241 

Gunze Plastics & Engineering  
Corporation of America 

1,558 

Gunze Electronics U.S.A. Corp. 571 

済南冠世時装有限公司 70 

上海郡是新包装有限公司 188 

GGI Technology Ltd. 100 

上海郡是通虹繊維有限公司 61 

上海郡是新塑材有限公司 339 

Guan Zhi Electronics Ltd. 199 
Gunze Plastics & Engineering  
Corporation of Europe N.V. 

158 

㈱ルフラン 73 

北京北人郡是機械有限公司 36 

山東冠世時装加工有限公司 200 

グンゼ従業員 410 

合計 8,433 

※６ 関係会社に対する資産及び負債 

   区分掲記されたもの以外で各項目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。 

受取手形 935百万円

売掛金 1,888 

買掛金 706 

※６ 関係会社に対する資産及び負債 

   区分掲記されたもの以外で各項目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。 

受取手形 1,034百万円

売掛金 1,650 

買掛金 860 

 ７ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取

引銀行３行と協調融資型特定融資枠契約を締結し

ております。当該契約における借入コミットメン

トの未実行残高は次の通りであります。 

借入コミットメントの総額 10,000百万円

借入実行残高 ― 〃 

差引額 10,000百万円

 ７ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取

引銀行３行と協調融資型特定融資枠契約を締結し

ております。当該契約における借入コミットメン

トの未実行残高は次の通りであります。 

借入コミットメントの総額 10,000百万円

借入実行残高 ― 〃 

差引額 10,000百万円



  

  

(損益計算書関係) 

  

第110期 
(平成18年３月31日) 

第111期
(平成19年３月31日) 

※８ 配当制限 

商法施行規則第124条第3号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は21,833百

万円であります。 

※８ ――― 

  

  

  

※９ ――― ※９ 当事業年度末日の満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理しております。 

   なお、当期末日は金融機関の休日であったため、

次の満期手形が当期末残高に含まれております。 

    受取手形 928百万円 

第110期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第111期
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 他勘定振替高の内容 

   主として、見本、研究費等自己消費による払出高

及びたな卸資産の廃棄によるものであります。 

※１ 他勘定振替高の内容 

   同左 

※２ 販売費に属する費用のおおよその割合は79％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

21％であります。主要な費用及び金額は次のとお

りであります。 

物流費 9,116百万円

広告宣伝費 4,208 

給与手当 7,035 

賞与引当金繰入額 539 

福利厚生費 1,074 

退職給付引当金繰入額 591 

減価償却費 328 

賃借料 835 

旅費交通費 662 

研究開発費 1,563 

※２ 販売費に属する費用のおおよその割合は78％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

22％であります。主要な費用及び金額は次のとお

りであります。 

物流費 8,707百万円

広告宣伝費 3,862 

給与手当 6,610 

賞与引当金繰入額 553 

福利厚生費 1,037 

退職給付引当金繰入額 478 

減価償却費 398 

賃借料 744 

旅費交通費 708 

研究開発費 1,494 

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれている研究

開発費は、1,563百万円であります。 

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれている研究

開発費は、1,494百万円であります。 

※４ 固定資産売却益の内容 

建物 17百万円

機械及び装置 0 

土地 392 

無形固定資産 43 

合計 453 

※４ 固定資産売却益の内容 

建物 15百万円

構築物 0 

機械及び装置 5 

車両・運搬具 0 

工具・器具・備品 0 

土地 57 

無形固定資産 0 

合計 79 

※５ 固定資産売却損の内容 

機械及び装置 1百万円

車両・運搬具 0 

工具・器具・備品 0 

合計 2 

※５ 固定資産売却損の内容 

機械及び装置 1百万円

    

    

    



  

    
  

(株主資本等変動計算書関係) 

第111期（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 自己株式に関する事項 

  
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

取締役会決議に基づく買取による増加            3,000,000株 

   単元未満株式の買取による増加                115,508株 

  減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買増請求による減少                 4,749株 

  

第110期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第111期
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※６ 固定資産除却損の内容 

建物 45百万円

構築物 1 

機械及び装置 136 

車両・運搬具 0 

工具・器具・備品 7 

合計 191 

※６ 固定資産除却損の内容 

建物 49百万円

構築物 0 

機械及び装置 54 

車両・運搬具 0 

工具・器具・備品 16 

無形固定資産 0 

合計 120 

※７ 年金資産(退職給付信託資産含む)の運用収益の悪

化を主因とする数理計算上の差異について、当事

業年度における償却額が多額であるため特別損失

に計上しております。 

※７ 年金資産(退職給付信託資産含む)の運用収益の回

復を主因とする数理計算上の差異について、当事

業年度における償却額が多額であるため特別利益

に計上しております。 

※８ 経営不振の連結子会社（グンゼ物流㈱）について

投資損失引当金を計上しております。 

※８ ――― 

  

  

  

※９ ――― ※９ 「棚卸資産の評価に関する会計基準」の公表を踏

まえ、一層の体質改善を図るため実施した たな

卸資産処分損を特別損失に計上しております。 

10 関係会社との取引 

売上高 12,160百万円

仕入高 51,854 

受取利息 289 

受取配当金 622 

受取利息・受取配当金以外の
営業外収益 

1,578 

    

10 関係会社との取引 

売上高 13,833百万円

仕入高 50,944 

受取利息 410 

受取配当金 861 

受取利息・受取配当金以外の
営業外収益 

1,763 

    

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（株） 11,164,778 3,115,508 4,749 14,275,537 



(リース取引関係) 

  

  

次へ 

第110期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第111期
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

機械及び装置 303 144 158

車両 41 28 13

工具器具備品 2,143 1,742 400

ソフトウェア 194 166 27

合計 2,682 2,082 600

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

構築物 4 0 4 

機械及び装置 262 153 109 

車両 79 31 48 

工具器具備品 1,818 1,520 298 

ソフトウェア 73 55 18 

合計 2,239 1,760 479 

  なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

  同左 

 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 346百万円

１年超 253 

合計 600 

 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 180百万円

１年超 298 

合計 479 

 なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

  同左 

 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 528百万円

減価償却費相当額 528 

 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 360百万円

減価償却費相当額 360 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

  同左 

２．オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

１年以内 36百万円

１年超 12 

合計 49 

２．オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

１年以内 12百万円

１年超 ― 

合計 12 



(有価証券関係) 

当決算期末、前期末のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(税効果会計関係) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

（注）繰延税金資産負債の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。 

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

(注) 第110期の法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異は、法定実効税率の100分の５以下であるた

め、当該差異の原因となった主要な項目別内訳の記載を省略しております。 

  

    
第110期

(平成18年３月31日) 
第111期 

(平成19年３月31日) 
  

(繰延税金資産)           

 税務上の繰延資産償却限度超過額   8百万円   6百万円   

 賞与引当金   465   470   

 退職給付引当金   11,610   7,060   

 関係会社投融資評価損失 

 たな卸資産処分損 

  

  

3,279 

― 
  

3,279 

1,879 
  

 未払事業税・未払事業所税   460   ―   

 その他   334   245   

  繰延税金資産合計   16,159   12,942   

(繰延税金負債)           

 その他有価証券評価差額金   △14,278   △11,867   

 固定資産圧縮積立金   △445   △437   

 特別償却準備金   △32   △27   

 その他   △32   △67   

  繰延税金負債合計   △14,755   △12,399   

  繰延税金資産負債の純額   1,403   542   

    
第110期

(平成18年３月31日) 
第111期 

(平成19年３月31日) 

   流 動 資 産 － 繰延税金資産   1,011百万円 401百万円

   固 定 資 産 － 繰延税金資産   391 141 

    
第111期 

(平成19年３月31日) 
  

 法定実効税率       39.5％   

(調整)           

 交際費等永久に損金に算入されない項目       0.5   

 受取配当金等永久に益金に算入されない項目       △2.9   

 住民税均等割等       0.5   

 その他       △1.5   

  税効果会計適用後の法人税等の負担率       36.1％   



 (１株当たり情報) 

  

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。 

２ 算定上の基礎 

(1) １株当たり純資産額 

  

(2) １株当たり当期純利益 

  

(重要な後発事象) 

前事業年度(自平成17年４月１日 至平成18年3月31日) 

該当事項はありません。 

  

当事業年度(自平成18年４月１日 至平成19年3月31日) 

該当事項はありません。 

第110期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第111期
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 640円00銭 １株当たり純資産額 648円14銭

１株当たり当期純利益 26円57銭 １株当たり当期純利益 35円74銭

  
第110期

(平成18年３月31日) 
第111期 

(平成19年３月31日) 

純資産の部の合計額 ―百万円 138,481百万円 

純資産の部の合計額から控除する金額 ―百万円 ―百万円 

普通株式に係る期末の純資産額 ―百万円 138,481百万円 

１株当たり純資産額の算定に用いられた期
末の普通株式の数 

―株 213,659,628株 

  
第110期

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第111期 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

損益計算書上の当期純利益 5,833百万円 7,667百万円 

普通株主に帰属しない金額 35百万円 ―百万円 

(うち利益処分による役員賞与） 35百万円 ―百万円 

普通株式に係る当期純利益 5,797百万円 7,667百万円 

普通株式の期中平均株式数 218,205,855株 214,521,045株 



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円) 

(投資有価証券)   

 その他有価証券   

  ㈱京都銀行 10,458,638 14,150 

  ㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・
  グループ 

6,260 8,325 

  イオン㈱ 889,631 2,090 

  住友信託銀行㈱ 1,460,418 1,794 

  日東精工㈱ 2,084,992 1,763 

  ㈱ＧＳＩクレオス 9,321,376 1,528 

  三菱商事㈱ 483,861 1,323 

  東レ㈱ 1,225,400 1,044 

  ㈱みずほフィナンシャル 
  グループ（転換型優先株式） 

1,000 1,000 

  旭化成㈱ 1,124,935 965 

  その他99銘柄 10,541,563 9,054 

計 37,598,074 43,040 



【有形固定資産等明細表】 

  

(注)当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。（百万円） 

        Ｍ＆Ｋカンパニー:インナーウェア生産設備増設 

建物・構築物67、機械装置319、車両・備品16、ソフトウェア57  

Ｌ＆Ｌカンパニー: インナーウェア生産設備増設 

建物・構築物20、機械装置223、車両・備品2、ソフトウェア10 

プラスチックカンパニー:プラスチックフイルム生産設備増設ほか 

      建物・構築物84、機械装置1,088、車両・備品27 

エンプラ事業部:エンジニアリングプラスチック生産設備増設ほか 

     建物・構築物301、機械装置1,393、車両・備品28 

  

  

資産の種類 
前期末残高
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 

(百万円) 

有形固定資産       

 建物 35,470 1,050 13 36,507 25,108 937 11,399

 構築物 3,721 28 1 3,748 3,061 69 686

 機械及び装置 50,718 3,380 1,639 52,459 42,458 2,517 10,000

 車両運搬具 312 26 6 332 282 24 49

 工具器具備品 4,036 273 328 3,981 3,191 223 789

 土地 8,372 － 3 8,369 － － 8,369

 建設仮勘定 1,900 3,552 4,895 557 － － 557

有形固定資産計 104,531 8,309 6,885 105,955 74,102 3,772 31,854

無形固定資産       

 のれん 477 － － 477 473 3 4

 借地権 62 － － 62 － － 62

 ソフトウェア 996 369 0 1,364 657 251 707

 施設利用権等 156 － 2 154 99 2 54

無形固定資産計 1,693 369 3 2,058 1,229 258 829

長期前払費用 1,403 216 － 1,619 954 263 665

繰延資産       

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―



【引当金明細表】 

  

(注) 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率等に基づく洗替処理によるものであります。 

投資損失引当金の「当期減少額（その他）」は、子会社の財政状態の改善による取崩額であります。 

  

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 247 17 30 80 154

投資損失引当金 8,295 ― ― 10 8,285

役員賞与引当金 ― 40 ― ― 40

賞与引当金 1,177 1,188 1,177 ― 1,188

役員退職慰労引当金 512 106 72 ― 546



(2) 【主な資産及び負債の内容】 
  

① 現金及び預金 

  

② 受取手形 

(相手先別明細) 

  

(期日別明細) 

  

③ 売掛金 

(相手先別明細) 

  

区分 金額(百万円)

現金 17

預金 

普通預金 2,518

外貨預金 1

その他 2

  計 2,523

合計 2,540

相手先 金額(百万円)

コニカミノルタビジネステクノロジーズ㈱ 691

㈱小森コーポレーション 654

岸本産業㈱ 647

双龍㈱ 277

凸版印刷㈱ 269

その他 5,860

計 8,401

決済日 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月以降 計 

金額 
(百万円) 

2,344 3,579 975 1,380 118 1 1 8,401

相手先 金額(百万円)

㈱ＧＳＩクレオス 3,170

イオン㈱ 1,102

ソニーイーエムシーエス㈱ 729

新光商事㈱ 726

ユニー㈱ 715

その他 18,232

計 24,677



(売掛金の発生及び回収並びに滞留状況) 

(注) １ (1) 回収割合：Ｃ÷(Ａ＋Ｂ)×100 

  (2) 滞留日数：((Ａ＋Ｄ)÷２)÷Ｂ×365日 

２ 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

④ 商品 

  

⑤ 製品 

  

⑥ 原材料 

  

前期繰越高 
(Ａ) 

(百万円) 

当期発生高 
(Ｂ) 

(百万円) 

当期回収高
(Ｃ) 

(百万円) 

次期繰越高
(Ｄ) 

(百万円) 

回収率
(％) 

滞留期間 
(日) 

26,204 142,555 144,083 24,677 85.4 65.1

品名 金額(百万円) 品名 金額(百万円) 

インナーウェア 5,343 その他 82

繊維資材 784 計 6,210

品名 金額(百万円) 品名 金額(百万円) 

インナーウェア 6,361 機能資材 1,790

靴下 5,564 その他 72

その他繊維 917 計 14,706

品名 金額(百万円) 品名 金額(百万円) 

綿糸 29 電子機能材料 237

ストッキング等原糸 148 エンプラ材料 243

その他合繊糸・混紡糸等 73 副資材 219

インナーウェア等原反 153 その他 50

プラスチック樹脂 329 ―  

機械材料 194 計 1,679



⑦ 仕掛品 

  

⑧ 貯蔵品 

  

⑨ 関係会社短期貸付金 

  

品名 金額(百万円) 品名 金額(百万円) 

インナーウェア 1,427 機械類 932

靴下 389 その他 287

その他繊維 145 ―  

機能資材 1,530 計 4,713

品名 金額(百万円) 品名 金額(百万円) 

薬品・染料 87 試験研究材料 148

加工針 27 転売品 84

保全材料 23 その他 178

包装材料 135 計 685

相手先 金額(百万円)

グンゼ開発㈱ 6,904

郡是高分子工業㈱ 1,797

グンゼ包装システム㈱ 1,756

㈱ルフラン 1,690

グンゼスポーツ㈱ 1,211

その他(11社) 2,335

計 15,696



⑩ 関係会社株式 

  

⑪ 関係会社長期貸付金 

  

銘柄 金額(百万円)

子会社株式  

 グンゼ開発㈱ 5,200

 Gunze Plastics & Engineering 
 Corporation of America  

3,205

 Gunze Plastics & Engineering 
 Corporation of Europe N.V. 

2,183

 Gunze Electronics USA Corp. 1,425

 P.T. Gunze Socks Indonesia 1,077

 福島プラスチックス㈱ 880

 その他(32社) 5,082

計 19,055

関連会社株式  

 全紡グンゼ㈱ 318

 Gunzetal Ltd. 240

 その他(2社) 38

計 598

合計 19,654

相手先 金額(百万円)

グンゼ開発㈱ 11,100

綾部エンプラ㈱ 520

Gunze Canada Corporation 274

その他(2社) 110

計 12,004



⑫ 支払手形 

(相手先別明細) 

  

(期日別明細) 

  

⑬ 買掛金 

(相手先別明細) 

  

⑭ コマーシャルペーパー 

相手先 金額(百万円)

㈱村谷機械製作所 162

日輸車両㈱ 102

㈱ミシナ 50

松本システムエンジニアリング㈱ 46

ストラパック㈱ 41

その他 549

計 953

決済日 ４月 ５月 ６月 ７月以降 計 

金額 
(百万円) 

314 356 182 99 953

相手先 金額(百万円)

電気化学工業㈱ 643

㈱ＧＳＩクレオス 355

GGI Technology Ltd. 248

旭化成ケミカルズ㈱ 186

三井・デュポンフロロケミカル㈱ 140

その他 4,190

計 5,766

返済期限 金額(百万円)

平成19年４月 10,000

〃  ５月 6,000

〃  ６月 10,500

計 26,500



⑮ 退職給付引当金 

  

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

区  分 金額(百万円)

退職給付債務 40,427

年金資産 △40,044

未認識数理計算上の差異 801

未認識過去勤務債務 3,018

計 4,202



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

（注）１ 平成19年２月８日開催の取締役会において、株主名簿管理人 事務取扱場所の変更が決議され、次のとおりとなりまし

た。（平成19年５月７日から実施） 

       取扱場所  大阪市北区堂島浜一丁目１番５号 

                  三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 大阪証券代行部 

           

２ 平成19年度から、下記内容による株主優待制度を導入することとなりました。 

     ①「株主様ご優待専用カタログ」で利用いただける「ご優待商品券」の贈呈（権利確定９月末日） 

     ・1,000株以上3,000株未満所有の株主様に対して   ３千円相当分 

     ・3,000株以上所有の株主様に対して        ６千円相当分 

     ②カタログ販売用品のご優待割引（権利確定９月末日、３月末日） 

・株主様にカタログ「ぐんぐん快適通信」を送付し、ご注文いただいた商品について20%の割引 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日

株券の種類 1,000株券、5,000株券、10,000株券及び１単元株未満の株式数を表示した株券 

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え   

  取扱場所 
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号 (注)１
三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 大阪証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 

  取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 全国各支店
野村證券㈱ 全国各支店 

  名義書換手数料 なし 

  新券交付手数料 なし 

単元未満株式の買取り・
買増し 

  

  取扱場所 
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号  (注)１
三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 大阪証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 

  取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 全国各支店

  買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 

当会社の公告方法は、電子公告とします。ただし、事故その他やむを得ない事由によ

って電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行い

ます。 

なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおり

です。 

 http://www.gunze.co.jp 

株主に対する特典 なし (注)２ 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 自己株券買付状況 

報告書 

      平成18年４月11日 

平成18年５月12日 

平成18年６月13日 

平成18年７月11日 

平成18年９月12日 

平成18年10月13日 

平成19年６月12日 

関東財務局長に提出。 

  
(2) 

  
大量保有報告書 

  
  

  
  

  
  

  
  

  
平成18年５月17日 

関東財務局長に提出 

  
(3) 
  
  

変更報告書 

（大量保有） 

  

  
  
  

 
  
  

  
  
  

平成18年９月８日 

関東財務局長に提出 

  
(4) 有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

(第110期) 
自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日 

  平成18年６月30日 

関東財務局長に提出。 

            
(5) 発行登録書 

（株券、社債券等) 
      平成18年６月30日 

関東財務局長に提出。 

  
(6) 
  

  
訂正発行登録書 

  

  
  
  

  
  
  

  
  
  

  
平成18年12月20日 

関東財務局長に提出 

            
(7) 半期報告書 (第111期中) 自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日 

  平成18年12月20日 

関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月29日

グンゼ株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているグンゼ

株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、グ

ンゼ株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 （セグメント情報）の【事業の種類別セグメント情報】に記載されているとおり、会社は当連結会計年度よりセグメ

ント情報の事業区分を変更した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

協立監査法人 

代  表  社  員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士  串  畑  豊  量  ㊞ 

代  表  社  員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士  大  塚  孝  雄  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

している。 



独立監査人の監査報告書 

  

平成19年６月27日

グンゼ株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているグンゼ

株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、グ

ンゼ株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

協立監査法人 

代  表  社  員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士  串  畑  豊  量  ㊞ 

代  表  社  員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士  大  塚  孝  雄  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

している。 



独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月29日

グンゼ株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているグンゼ

株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第110期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、グンゼ

株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

協立監査法人 

代  表  社  員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士  串  畑  豊  量  ㊞ 

代  表  社  員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士  大  塚  孝  雄  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

している。 



独立監査人の監査報告書 

  

平成19年６月27日

グンゼ株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているグンゼ

株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第111期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、グンゼ

株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

協立監査法人 

代  表  社  員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士  串  畑  豊  量  ㊞ 

代  表  社  員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士  大  塚  孝  雄  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

している。 
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